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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 159,771 191,155 179,494 209,510 253,947

経常利益 (百万円) 15,453 23,154 16,945 9,154 17,357

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 10,622 15,764 12,515 6,736 12,936

包括利益 (百万円) 12,706 21,795 8,326 7,090 13,626

純資産額 (百万円) 80,190 98,970 104,627 109,022 120,895

総資産額 (百万円) 148,787 171,409 165,833 183,196 190,020

１株当たり純資産額 (円) 883.32 1,089.07 1,150.57 1,198.53 1,328.49

１株当たり当期純利益 (円) 117.17 173.64 137.77 74.15 142.34

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 117.05 173.41 137.65 74.11 142.29

自己資本比率 (％) 53.9 57.7 63.0 59.4 63.5

自己資本利益率 (％) 14.3 17.6 12.3 6.3 11.3

株価収益率 (倍) 13.2 16.8 9.6 19.3 10.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 29,206 31,615 34,944 21,443 32,432

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △23,757 △23,914 △23,548 △22,459 △19,787

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,422 2,827 △10,075 △93 △8,828

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 25,396 37,730 37,909 36,529 39,439

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
5,147 5,409 5,419 5,455 5,707
(298) (302) (337) (326) (291)

 

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 129,866 156,303 146,763 184,612 223,518

経常利益 (百万円) 7,147 15,915 10,837 4,669 12,127

当期純利益 (百万円) 4,783 10,900 8,693 4,011 9,219

資本金 (百万円) 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690

発行済株式総数 (株) 92,302,608 92,302,608 92,302,608 92,302,608 92,302,608

純資産額 (百万円) 54,331 62,675 68,473 69,711 76,704

総資産額 (百万円) 110,248 124,302 118,988 138,807 139,429

１株当たり純資産額 (円) 598.32 689.41 752.60 765.87 842.29

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
18.0 25.0 30.0 30.0 30.0
(8.0) (10.0) (15.0) (15.0) (15.0)

１株当たり当期純利益 (円) 52.76 120.05 95.70 44.15 101.44

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 52.71 119.90 95.62 44.13 101.40

自己資本比率 (％) 49.2 50.4 57.5 50.1 54.9

自己資本利益率 (％) 9.1 18.6 13.3 5.8 12.6

株価収益率 (倍) 29.2 24.3 13.8 32.4 14.8

配当性向 (％) 34.1 20.8 31.3 67.9 29.6

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,583 1,596 1,593 1,610 1,618
(64) (78) (88) (77) (63)

 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第84期の１株当たり中間配当額８円には、創立60周年記念配当３円を含んでおります。
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２ 【沿革】

昭和28年１月 東京都中央区に日本航空エレクトロニクス株式会社を設立 (注)

       ８月 商号を日本航空電子工業株式会社と変更、本店を東京都港区に移転し、営業活動を開始

昭和29年８月 神奈川県川崎市に工場を設置し、航空機用電子機器の修理、オーバーホールを開始

昭和30年８月 コネクタの製造開始

昭和36年４月 工場を東京都昭島市に新設移転

       ５月 本店を東京都渋谷区に移転

       ８月 航空機用自動操縦装置、ジャイロ機器、燃料計、液体酸素量計等の製造開始

昭和46年８月 慣性航法装置の製造開始

昭和48年４月 東京証券取引所市場第二部へ上場

昭和50年９月 株式会社富士工業の株式を100％取得

昭和52年３月 ゼット・マーケティング・カンパニー(現・JAE Electronics,Inc.)を設立(現・連結子会社)

昭和54年３月 弘前航空電子株式会社を設立(現・連結子会社)

昭和55年９月 東京証券取引所市場第一部へ上場

昭和59年７月 JAE Taiwan,Ltd. を設立(現・連結子会社)

昭和61年４月 信州航空電子株式会社を設立(現・連結子会社)

昭和62年５月 八紘電業株式会社(現・JAE八紘株式会社)の株式を60％取得

昭和63年６月

 
株式会社富士工業を山形航空電子株式会社(現・連結子会社)に商号変更するとともに、富士航空

電子株式会社(現・連結子会社)を分離し、設立

       10月 JAE Oregon,Inc. を設立(現・連結子会社)

平成３年12月 ニッコー・ロジスティクス株式会社（当社出資60％）を設立

平成６年４月 JAE Hong Kong,Ltd. を設立(現・連結子会社)

平成７年２月 JAE Singapore Pte Ltd.を設立(現・連結子会社)

平成８年１月 JAE Korea,Inc. を設立(現・連結子会社)

       ６月 JAE Philippines,Inc. を設立(現・連結子会社)

       ９月 JAE Europe,Ltd.を設立(現・連結子会社)

平成13年７月 JAE Wuxi Co.,Ltd. を設立(現・連結子会社)

平成14年３月 JAE Wujiang Co., Ltd. を設立(現・連結子会社)

平成15年６月 JAE Shanghai Co., Ltd. を設立(現・連結子会社)

       ８月 八紘電業株式会社(現・JAE八紘株式会社)の株式を100％取得(現・連結子会社)

平成16年２月 ニッコー・ロジスティクス株式会社の株式を100％取得(現・連結子会社)

平成24年12月 盟友技研株式会社の株式を100％取得(現・連結子会社)
 

(注) 株式額面変更のため昭和45年４月１日合併を行ったので、商業登記上の設立日は、合併会社(旧称「株式会社四

国鋼材工業所」)の設立日である昭和25年11月28日でありますが、事実上の存続会社である日本航空電子工業株

式会社(被合併会社)の設立日は昭和28年１月19日であります。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、親会社１社、子会社25社(うち海外子会社15社)、関連会社２社で構成され、その主な

事業内容はコネクタ、インターフェース・ソリューション機器、航空・宇宙用の電子機器及び電子部品の製造・

販売並びにこれらに関連する機器及び部品等の仕入販売であります。

当社グループの事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、セグメント

と同一の区分であります。

 

(1) コネクタ事業

コネクタ事業は、スマートフォンを中心とする携帯機器向け、車載カメラなどの情報通信系やエンジンECUな

どのボディ・パワートレイン系をはじめとする自動車向け、及び工作機械、通信ネットワーク機器などを中心

とする産機・インフラ向けのほか、ノートPC、薄型TVなど、幅広い分野で使用される各種コネクタを製造・販

売しております。

(主な関係会社)

［製造、販売］当社、弘前航空電子㈱、山形航空電子㈱、JAE Oregon,Inc. 、JAE Taiwan,Ltd. 、

JAE Philippines,Inc. 、JAE Wuxi Co.,Ltd. 、JAE Hong Kong,Ltd. 、JAE Wujiang Co., Ltd.

［生産設備製造］富士航空電子㈱、盟友技研㈱

［販売］JAE八紘㈱、JAE Electronics,Inc. 、JAE Korea,Inc. 、JAE Shanghai Co., Ltd. 、

JAE Europe,Ltd. 、JAE Singapore Pte Ltd.

(2) インターフェース・ソリューション事業

インターフェース・ソリューション事業は、車載用静電タッチパネルなどの自動車向け製品、産業機器用・

医療機器用の各種タッチ入力モニタ・操作パネルなどの産機・インフラ向け製品を製造・販売しております。

(主な関係会社)

［製造、販売］当社、JAE Wujiang Co., Ltd. 、JAE Hong Kong,Ltd.

［販売］JAE八紘㈱、JAE Electronics,Inc. 、JAE Singapore Pte Ltd. 、JAE Korea,Inc. 、

JAE Shanghai Co., Ltd.

(3) 航機事業

航機事業は、飛行制御装置、慣性航法装置、電波高度計などの防衛・宇宙用電子機器、及び半導体製造装置

向け制振・駆動用機器、油田掘削用センサパッケージ、車載用回転角度センサなどの産機・インフラ及び自動

車向け製品を製造・販売しております。

(主な関係会社)

［製造、販売］当社、信州航空電子㈱、JAE Wujiang Co., Ltd.

［販売］JAE八紘㈱、JAE Electronics,Inc. 、JAE Europe,Ltd.

(4) その他

その他の物品の販売及び当社グループに関わる物流サービス事業を行っております。

(主な関係会社)

［販売］JAE八紘㈱

［物流］ニッコー・ロジスティクス㈱
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以上の事業系統図は次のとおりであります。

　

 

EDINET提出書類

日本航空電子工業株式会社(E01828)

有価証券報告書

 6/92



 

４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

(親会社)       
日本電気株式会社

(注４)
東京都港区 397,199 コンピュータ・

通信機器等の製
造・販売

― 51.14 ・当社製品の一部供給
・役員の兼任 有

(連結子会社)       
弘前航空電子株式会社

(注３)
青森県弘前市 450 コネクタ事業 100 ― ・当社が販売する一部製品及び使

用する一部部品の供給
・当社生産設備の一部貸与
・当社貸付金  有
・役員の兼任  有

山形航空電子株式会社 山形県新庄市 400 コネクタ事業 100 ― ・当社が販売する一部製品及び使
用する一部部品の供給

・当社生産設備の一部貸与
・役員の兼任 有

富士航空電子株式会社 山梨県上野原市 300 コネクタ事業 100 ― ・当社が使用する生産設備の一部
供給

・当社貸付金  有
・役員の兼任  有

信州航空電子株式会社 長野県下伊那郡
松川町

450 航機事業 100 ― ・当社が販売する一部製品及び使
用する一部部品の供給

・当社生産設備の一部貸与
・当社貸付金  有
・役員の兼任  有

盟友技研株式会社 福井県福井市 40 コネクタ事業 100 ― ・当社が使用する生産設備の一部
供給

・役員の兼任  有

ニッコー・
ロジスティクス株式会社

東京都昭島市 400 その他 100 ― ・当社及び当社グループの物流業
務の委託

・当社貸付金  有
・役員の兼任  有

JAE八紘株式会社 東京都立川市 56 コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業

航機事業
その他

100 ― ・当社製品の販売
・役員の兼任  有

JAE Taiwan,Ltd.
(注３)

台湾省台中市 百万台湾元

300
コネクタ事業 100 ― ・当社が販売する一部製品及び使

用する一部部品の供給
・役員の兼任  有

JAE Electronics,Inc.
(注３)

アメリカ合衆国
カリフォルニア州
アーバイン市

百万米ドル

13
コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業

航機事業

100 ― ・当社製品の販売及び当社が使用
する一部部品の供給

・役員の兼任  有

JAE Oregon,Inc.
(注３)

アメリカ合衆国
オレゴン州
テュアラティン市

百万米ドル

12
コネクタ事業 100

(100)
― ・当社が販売する一部製品の供給

・役員の兼任  有

JAE Philippines,Inc.
 

フィリピン共和国
カビテ州

百万米ドル

4
コネクタ事業 100 ― ・当社が販売する一部製品の供給

・役員の兼任  有

JAE Hong Kong,Ltd. 中華人民共和国
香港

百万香港

ドル

7

コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業

100
(15)

― ・当社製品の販売及び当社が使用
する一部部品の供給

・役員の兼任  有

JAE Wuxi Co.,Ltd.
(注３)

中華人民共和国
江蘇省無錫市

百万人民元

127
コネクタ事業 100

(24)
― ・当社が使用する一部部品の供給

・役員の兼任  有

JAE Wujiang Co., Ltd.
(注３)

中華人民共和国
江蘇省蘇州市

百万人民元

78
コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業

航機事業

100
(7)

― ・当社が使用する一部部品の供給
・当社貸付金  有
・役員の兼任  有

JAE Korea,Inc. 大韓民国ソウル市 百万韓国

ウォン

450

コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業

100
 

― ・当社製品の販売
・役員の兼任  有

JAE Shanghai Co., Ltd. 中華人民共和国
上海市

百万人民元

4
コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業

100
 

― ・当社製品の販売
・役員の兼任  有

JAE Europe,Ltd. イギリス
ハンプシャー州

千ポンド

400
コネクタ事業
航機事業

100 ― ・当社製品の販売
・役員の兼任  有

JAE Singapore Pte Ltd. シンガポール共和国 千米ドル

552
コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業

100 ― ・当社製品の販売
・役員の兼任  有

 

　
(注) １ 連結子会社については「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２ 「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３ 特定子会社であります。

４ 有価証券報告書を提出している会社であります。

５ 上記子会社以外に非連結子会社として国内３社、海外４社があり、関連会社として国内１社、海外１社があり

ます。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成30年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

コネクタ事業
4,867
(217)

インターフェース・ソリューション事業
157
(8)

航機事業
460
(43)

その他
111
(18)

全社（共通）
112
(5)

合計
5,707
(291)

 

(注) １ 従業員は、グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であり、当社グループからグループ外への

出向者、臨時社員、嘱託、有期契約社員を除いております。

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時雇用者の年間平均雇用人員であり、派遣社員を除いております。

３ 全社（共通）は、本社スタッフ部門等の従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成30年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,618
42.3 17.9 7,340

(63)
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

コネクタ事業
1,132
(38)

インターフェース・ソリューション事業
134
(8)

航機事業
240
(12)

全社（共通）
112
(5)

合計
1,618
(63)

 

(注) １ 従業員は、社外から当社への出向者を含む就業人員であり、当社から社外への出向者、臨時社員、嘱託、有期

契約社員を除いております。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含め、ストック・オプションによる株式報酬費用を除いております。

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時雇用者の年間平均雇用人員であり、派遣社員を除いております。

４ 全社（共通）は、本社スタッフ部門等の従業員であります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループには、日本航空電子工業労働組合連合会が組織(組合員数2,367名)されており、全日本電機・電

子・情報関連産業労働組合連合会に属しております。

なお、労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 会社の経営の基本方針

航空電子グループは、創業以来『開拓・創造・実践』の企業理念のもと、成長を通じて、企業価値を高め、持

続可能な社会の創造に貢献することを目指します。　

事業の遂行にあたっては、グローバルに事業を展開し、連結経営とキャッシュ・フローを重視する経営を行う

ことを基本方針としております。

そして航空電子グループ企業行動憲章に基づいて、良き企業市民として、関係法令を遵守し、お客さま、株

主・投資家の皆さま、取引先、地域社会をはじめとした関係者に対する社会的責任を果たすことを目指します。

 
(2) 中長期的な会社の経営戦略

当社が注力する市場においては、世界的なIoT（Internet of Things）化の潮流の中、自動車市場における電装

化の一層の加速、産業機器市場でのスマート工場やロボット化の進展が見込まれるとともに、携帯機器市場にお

いてもスマートフォンの台数成長に鈍化がみられるものの、新興国市場の拡大や機能の進化などによる需要の増

加、ウェアラブル機器やVR（仮想現実）・AR（拡張現実）機器の普及も期待されます。

このような市場環境において、当社グループは下記に掲げる戦略を遂行し、更なる企業価値向上に邁進しま

す。

１．成長機器需要、新市場の台頭をグローバルに捉え、事業の拡大を図ります。

２．グローバルスローガン“Technology to Inspire Innovation”（当社の開発する技術が、お客様の独創的な

商品開発に新しい扉を拓きます）の実践を通して、グローバルに広がる市場に対する積極的な拡販活動と技

術開発力を強化し、持続的な新製品の開発と横展開の推進で増収を図ります。

３．内製化を軸とした技術革新と生産革新を全員参加の経営革新活動に発展させ、積極的な工場建設や生産設備

等の増強投資との相乗効果によるコストダウン、スピードアップ、効率アップ、品質の更なる向上により、

一段の収益力強化を図ります。

　

(3) 対処すべき課題

当社グループを取り巻く環境は、世界経済は緩やかながら堅調に推移するものと見られておりますが、地政学

的リスクや保護主義的な貿易政策の高まりなどの政治面の問題が、株価や為替に波及するなど不安定な状況が続

くものと予測されます。

こうした環境に対し、上述の「中長期的な経営戦略」で掲げた３つの課題に注力し、事業環境の変化に強い事

業構造を確立し、業績向上を図る所存であります。

 

EDINET提出書類

日本航空電子工業株式会社(E01828)

有価証券報告書

 9/92



 

２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項として、次のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが、判断したものであ

ります。

(1) 海外展開について

当社グループは、市場のグローバル化に対応して、生産及び販売拠点を海外に展開しており、今後も積極的

に行う方針であります。このため、為替変動、進出国の経済動向及び政治・社会情勢の変化が当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) コネクタ事業の売上について

当社グループの連結売上高において、コネクタ事業の売上高が大半を占めております。コネクタは、スマー

トフォンを中心とする携帯機器向け、車載カメラなどの情報通信系やエンジンECUなどのボディ・パワートレ

イン系をはじめとする自動車向け、及び工作機械、通信ネットワーク機器などを中心とする産機・インフラ向

けのほか、ノートPC、薄型TVなど幅広い分野で使用されているため、特定市場の景況動向による影響を受けに

くい傾向にありますが、景気変動に伴う個人消費や設備投資動向、また顧客の生産動向などが当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 価格低下による影響について

当社グループは事業を展開する市場において激しい競争にさらされており、コネクタ等の製品価格が低下す

る傾向にあります。当社では、こうした価格低下に対して、コスト削減、新製品の投入等による利益率の確保

に努めておりますが、競争の更なる激化や長期化が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 棚卸資産等の処分について

当社グループの製品は、受注生産を基本に生産革新運動によるリードタイムの短縮等を図り、棚卸資産の適

正化・効率化に努めておりますが、製品ライフサイクルの短命化、一部製品については短納期対応等、お客様

の需要予測に基づく計画生産を行っていることから、在庫リスクの発生並びに生産設備の陳腐化等、棚卸資産

及び固定資産の処分損失の発生が見込まれます。

(5) 自然災害等に関する影響について

当社グループの生産・販売拠点は、国内外に分散しておりますが、自然災害やコンピュータ・ウィルス等の

リスクを抱え事業を展開しております。このため、保有する設備や情報システム等に対してバックアップ体制

を構築しておりますが、大規模な自然災害等が発生した場合、損害を完全に回避できる保証はなく、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(経営成績等の状況の概要)

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度の世界経済は、米国では雇用情勢の改善を背景に回復基調が継続し、中国経済も堅調に推移しま

した。また、わが国経済においても外需や設備投資拡大による緩やかな回復が継続するなど、全体として回復基調

で推移しました。

当社グループの関連するエレクトロニクス市場では、携帯機器市場は、中国スマートフォンの成長率が減速しま

したが、スマートフォン全体の出荷台数は高い水準で推移し、市場としては成長が継続したほか、自動車市場も概

ね堅調に推移しました。また、産業機器市場は、ＦＡ関連を中心に好調な需要が継続しました。

このような状況の中で、当社グループは、注力する携帯機器、自動車及び産業機器市場を中心に、グローバル

マーケティングと新製品開発活動のスピードアップによる受注・売上の拡大を図るとともに、内製化、自動化によ

るコストダウン、設備効率化による生産性向上、更には、諸費用抑制など経営全般にわたる効率化をこれまで以上

に強化し、業績向上に努めました。

その結果、当連結会計年度の連結業績は、上述の堅調な各市場の需要を捉え、売上高は2,539億47百万円（前連

結会計年度比121％）となりました。また、利益面では、営業利益206億32百万円（前連結会計年度比171％）、経

常利益173億57百万円（前連結会計年度比190％）、親会社株主に帰属する当期純利益129億36百万円（前連結会計

年度比192％）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① コネクタ事業

携帯機器分野において高水準の需要が継続し、自動車市場についても堅調に推移したほか、産業機器向けは

引き続き好況が続いたことなどから、当連結会計年度の売上高は2,315億91百万円（前連結会計年度比

122％）、セグメント利益は232億75百万円（前連結会計年度比145％）となりました。

② インターフェース・ソリューション事業

主として産機分野における工作機械向け操作パネルが堅調に推移したことから、当連結会計年度の売上高は

85億92百万円（前連結会計年度比106％）、セグメント利益は８億９百万円（前連結会計年度比105％）となり

ました。

③ 航機事業

防衛・宇宙向け製品が需要減となりましたが、産機分野において、油田向け新製品などの出荷が好調に推移

したことから、当連結会計年度の売上高は129億８百万円（前連結会計年度比113％）、セグメント利益は７億

28百万円（前連結会計年度は５億59百万円の損失）となりました。

　

財政状態の状況は、次のとおりであります。

① 資　産

当連結会計年度末の総資産は、各セグメントにおける設備投資の効率化及び減価償却により、有形固定資産

が減少したものの、主として、主力のコネクタ事業の売上・生産増加に伴う売上債権、たな卸資産の増加など

から、前連結会計年度末に比べ68億24百万円増加の1,900億20百万円となりました。

② 負　債

負債は、主として借入金の約定返済により、前連結会計年度末に比べ50億49百万円減少の691億25百万円とな

りました。

③ 純資産

純資産は、主として親会社株主に帰属する当期純利益の計上により、前連結会計年度末に比べ118億73百万円

増加の1,208億95百万円となり、この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ4.1％改善の63.5％とな

りました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権やたな卸資産の増加によるマイナス要因は

あったものの、税金等調整前当期純利益及び減価償却費の計上などにより、324億32百万円のプラス（前連結会計年

度は214億43百万円のプラス）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、新製品生産用設備を中心とする有形固定資産の取得などにより、197億87

百万円のマイナス（前連結会計年度は224億59百万円のマイナス）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の約定返済や配当金の支払いなどにより、88億28百万円のマイナ

ス（前連結会計年度は93百万円のマイナス）となりました。

この結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ29億９百万円増加の394億39百万円となり

ました。

　

(生産、受注及び販売の状況)

当連結会計年度におけるセグメントごとの生産実績、受注実績及び販売実績は、次のとおりであります。なお、

各金額には消費税等は含まれておりません。

 

(1) 生産実績

セグメントの名称 生産高(百万円) 前期比(％)

コネクタ事業 234,211 123.2

インターフェース・ソリューション事業 8,622 105.2

航機事業 12,848 110.8

その他 730 114.8

計 256,412 121.8
 

(注) 金額は販売価額によっております。

 

(2) 受注実績

セグメントの名称
受注高
(百万円)

前期比
(％)

受注残高
(百万円)

前期比
(％)

コネクタ事業 232,614 125.1 17,486 106.8

インターフェース・ソリューション事業 8,743 103.5 1,491 111.2

航機事業 14,964 151.8 11,580 121.6

その他 879 122.6 121 126.8

計 257,202 125.5 30,679 112.2
 

(注) セグメント間取引については、相殺消去しております。
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(3) 販売実績

セグメントの名称 販売高(百万円) 前期比(％)

コネクタ事業 231,591 122.4

インターフェース・ソリューション事業 8,592 105.7

航機事業 12,908 113.0

その他 853 122.0

計 253,947 121.2
 

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

Apple Inc. 59,210 28.3 83,854 33.0

三信電気㈱ 22,775 10.9 32,443 12.8
 

 
(経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容)

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりますが、

採用する会計基準には、期末日における資産・負債の評価及び報告期間の収益・費用の計上額に影響を与える当

社の判断又は見積りを伴うものが含まれております。

当社はこのような判断又は見積りを過去の実績や当社グループの状況に応じ合理的と考えられる方法で行って

おりますが、実際の結果と異なる場合があります。

　

(2) 経営成績の分析

　「(経営成績等の状況の概要)　 (１) 財政状態及び経営成績の状況」に記載しております。

　

(3) 資金の流動性及び資本の源泉

① キャッシュ・フロー

「(経営成績等の状況の概要)　（２）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

② 財務政策

当社の運転資金需要の主な内訳は、当社グループ製品の新製品開発及び製造のための材料及び部品の購入のほ

か、労務費、製造経費、販売費及び一般管理費等であります。また、設備資金需要の主な内訳は、新製品開発、

製造及び生産性向上、品質向上のための設備投資と当社グループの永続的な発展のための投資であります。

こうした資金需要に対し当社グループは、グローバルマーケティングの強化及び技術開発力の強化による受

注・売上の拡大と環境・品質を重視した競合に負けない物づくりを積極的に推進し、営業キャッシュ・フローの

創出に努めております。

更に、財務対策として売上債権の流動化等、資金調達の多様化並びに資産の効率化を推進しているほか、グ

ループ資金調達リスクの回避及び資金コストの低減を図るため、コミットメントライン契約による資金調達枠の

確保、キャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）導入によるグループ内資金の効率化など様々な対策を講

じております。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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５ 【研究開発活動】

当社グループは、グローバルな視点での事業運営と顧客価値の追求に徹し、優れた製品をタイムリーに市場に

供給するため、グローバルマーケティング力の強化及び技術開発力の強化を積極的に推進しております。これを

牽引し支えるために、商品開発センターにおいては、基礎・応用技術の研究開発を主体に、各事業部の技術部門

においては、所管事業に関する新製品、新製法の開発を主体に、それぞれが連携をとりながら長年にわたって

培ってきた経験と実績を生かして研究開発活動を実施しております。また、各生産子会社は、所管製品に関連す

る事業部との密接な連携のもとに新製法の開発を主体に取り組んでおります。

当連結会計年度におけるセグメント別の主な研究開発成果は次のとおりであります。

(1) 商品開発センター

小型携帯機器、自動車・輸送機器、及びインフラ設備市場などで利用される電気コネクタの開発では、コネク

タの小型化や薄型化といった課題が普遍的ではありますが、IoT化に向けたトレンドとして、大電流化や柔軟性・

伸縮性など、コネクタ開発に求められる要求は拡張しております。このような背景の下、当センターではIoT時代

を見据えた粘着性のフィルム型コネクタを開発してきました。この開発のなかでの大きな課題は電極形成の生産

性です。電極形成手法のひとつとして印刷技術を立ち上げ、その有効性を明らかにし、2017年“超”モノづくり

部品大賞の電気・電子部品賞を受賞することが出来ました。更に、ウェアラブル製品をはじめとするヘルスケア

IoT向けのアプリケーションに広く展開可能となる柔軟かつ伸縮可能なセンサモジュールの試作を行い、フレキシ

ブルなエレクトロニクス用途の電気接続・実装部品に要求される課題を抽出しております。

センシング機器関連の開発では、独自のMEMS加速度計を用いて高精度のセンサシステムを試作し、構造物診断

市場への参入を目的とする社会実証実験を通じて劣化診断システムに要求される課題抽出とその解決に向けた取

り組みを継続しております。また、センサシステムの開発と共に、さらなる高精度センサの要素開発にも着手し

ております。具体的には独自の電気化学計測技術および量子センサなどの技術開発を進め、自動運転やロボット

などで必要となる技術を先行的に蓄積しております。特に、量子センサ開発においては、文部科学省の大型プロ

ジェクトに参画し、開発を加速しております。その他、モノづくり分野では、金型などの製品化ツールの超長寿

命化を目的として、粒子ビーム照射技術によるツール刃先の耐摩耗化技術を確立し、製品へ適用しております。

(2) コネクタ事業

製品開発では、ICT機器市場向けに、USB Type-C™準拠コネクタ「DX07」シリーズに対する防水、ローコスト等

の市場ニーズに対応した製品ラインナップの拡張を行いました。自動車市場向けでは、主に車載カメラ用途のデ

ジタル伝送対応コネクタ・ハーネスとして、欧州標準のHSDコネクタに準拠し、かつ多彩なバリエーションをもつ

コネクタ「MX65」シリーズを開発しました。インフラ関連では、データセンタ向け25Gbps対応I/Oコネクタについ

て、量産化に向けた各種シミュレーションなどの基礎評価、試作を行い、高速伝送特性評価を完了しました。

生産技術開発では、組立・検査工程における超高速自動化設備の開発を進め、高品質・低コストを実現しまし

た。またより汎用性に富んだ設備開発にも着手しております。精密めっき加工技術開発では、コネクタ端子めっ

き工程の効率化を進め、従来に比べ、品質向上及び高速化を図りました。

基盤技術開発では、次世代製品開発としてAR/VR市場向け超薄型接続コンセプトの研究及び試作品の製作、ハー

ネス品の振動衝撃応答解析技術の開発、大電流用特殊めっきの研究開発、SMT実装強度の研究等を実施しました。

(3) インターフェース・ソリューション事業

車載用静電タッチパネル製品開発では、自動運転を見据えて進んでいる先進運転支援システム(ADAS)やコネク

テッド化に伴うディスプレイの大型化に対応するため、タッチセンサの高感度化を進めており、センサ電極をメ

タルメッシュ構造とするセンサを開発し、フィルムセンサ製品の量産を開始しました。また、ガラスセンサ製品

への適用も完了し、量産化に向け取り組んでおります。

産機・インフラ市場向けには、産業機器向けの操作ユニット機器開発において、組込みOSを搭載したハン

ディーターミナルを開発し、製品量産化に向け取り組んでおります。また、工作機械向け操作パネル機器開発に

おいて、低背でスムーズな動作が出来る構造により、優れた操作感覚が得られるスイッチ開発を進めており、工

作機械向け操作パネルなどへ適用するための取り組みを行っております。

(4) 航機事業

基幹センサである高精度光応用センサにおいて、生産技術、使用部品及び信号処理/調整方法について更なる改

善を図り、精度及び生産の安定性を向上しました。あわせて、将来に向けて高精度角速度センサの研究を継続す

るとともに、MEMSセンサを使用した小型IMUの実用化のための研究を行っております。

更に、アビオニクスについて、将来を見据えた新しい設計手法の研究を実施しております。

 
以上の研究開発費総額は96億12百万円であります。　
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの設備投資は、将来の持続的成長と収益向上を目的とし、中長期的視野に立った生産増強投資、

新製品開発、品質向上やコストダウンを図るための生産の自動化・省力化等の合理化投資を主体に実施しており

ます。当連結会計年度の設備投資総額は、コネクタ事業を中心に175億50百万円（前連結会計年度比41億68百万円

減）となりました。

 なお、これらに要した設備資金は、自己資金をもって充当しました。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成30年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

昭島事業所
(東京都昭島市)

コネクタ事業

インターフェース・

ソリューション事業

航機事業

その他

生産設備 5,734 14,304
1,011

(74,251)
6,144 27,195

1,259
[58]

本社・営業所
(東京都
渋谷区他)

その他 62 ― ― 24 86
359
[5]

 

 

(2) 国内子会社

平成30年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

弘前

航空電子㈱

本社・工場

(青森県

弘前市)

コネクタ

事業
生産設備

8,437 1,735
1,956

(140,105)
159 12,288

694
[153]

山形

航空電子㈱

本社・工場

(山形県

新庄市)
3,002 723

363
(56,073)

101 4,190
372
[3]

富士

航空電子㈱

本社・工場

(山梨県

上野原市)
157 450

917
(12,992)

53 1,578
171
[5]

盟友技研㈱
本社・工場
(福井県

福井市)
246 74

139
(18,465)

36 497
123

[13]

信州

航空電子㈱

本社・工場

(長野県

下伊那郡)

航機事業 1,417 612
545

(59,929)
56 2,632

188
[31]

ニッコー・

ロジスティ

クス㈱

本社

(東京都

昭島市)

その他 物流設備 690 7
638

(7,048)
32 1,369

97
[18]
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(3) 在外子会社

平成30年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

JAE

Taiwan,Ltd.

(注３)

本社・工場

(台湾省

台中市)

コネクタ

事業

生産設備

283 527
90

(8,211)
〔5,496〕

683 1,584 457

JAE

Oregon,Inc.

本社・工場

(米国オレ

ゴン州)
442 791

193
(161,874)

2,111 3,538 188

JAE

Philippines,

Inc.

(注４)

本社・工場

(フィリピ

ン・カビテ
州)

1,611 406
―

〔126,729〕
2,266 4,283 733

JAE

Wuxi

Co.,Ltd.

(注５)

本社・工場

(中国江蘇
省無錫市)

193 880
―

〔90,193〕
1,061 2,136 599

JAE Wujiang

Co.,Ltd.　
(注６)

本社・工場

(中国江蘇
省蘇州市)

コネクタ事業

インター

フェース・ソ

リューション

事業

航機事業

109 399
―

〔4,575〕
114 623 156

 

　
(注) １ 連結帳簿価額で記載しております。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品と建設仮勘定の合計であります。

３ JAE Taiwan,Ltd. は、建物及び土地の一部を賃借しており、年間賃借料は72百万円であります。賃借してい

る土地の面積は、〔 〕で記載しております。

４ JAE Philippines,Inc. は、土地を賃借しており、年間賃借料は33百万円であります。賃借している土地の

面積は、〔 〕で記載しております。

５ JAE Wuxi Co.,Ltd. における土地の〔 〕は土地使用権に係る面積であります。

６ JAE Wujiang Co.,Ltd. は、建物及び土地を賃借しており、年間賃借料は29百万円であります。賃借してい

る土地の面積は、〔 〕で記載しております。

７ 現在休止中の主要な設備はありません。

８ 従業員数の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、派遣社員を除いております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社グループの設備投資は、将来の持続的成長と収益向上を目的とし、中長期的視野に立った生産増強投資、

新製品開発、品質向上やコストダウンを図るための生産の自動化・省力化等の合理化投資を主体に実施しており

ます。

これらの設備投資の平成30年３月31日現在における翌連結会計年度の投資総額は、主としてコネクタ事業の投

資を中心に220億円を計画しており、自己資金をもって充当する予定であります。

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新による除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成30年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年６月21日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 92,302,608 同左
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
1,000株であります。

計 92,302,608 同左 ── ──
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成24年６月26日 平成25年６月25日 平成26年６月25日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　13名
当社従業員（理事）21名

当社取締役　５名
当社取締役を
兼務しない執行役員　11名
当社従業員（理事）17名

当社取締役
(社外取締役を除く）　５名
当社取締役を
兼務しない執行役員　11名
当社従業員（理事）16名

新株予約権の数　※ 16個〔14個〕（注）１ 35個〔27個〕（注）１ 72個　（注）１

新株予約権の目的となる株
式の種類、内容及び数　※

普通株式
16,000株　〔14,000株〕

（注）２

普通株式
35,000株　〔27,000株〕

（注）２

普通株式
72,000株　

（注）２

新株予約権の行使時の払込
金額　※

１株当たり　712円
（注）３

１株当たり　1,024円
　（注）３

１株当たり　2,413円
　（注）３

新株予約権の行使期間　※
平成26年７月１日～
平成30年６月30日

平成27年７月１日～
平成31年６月30日

平成28年７月１日～
平成32年６月30日

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発 行 価 格 及 び 資 本 組 入
額　※

発行価格
１株当たり　712円
資本組入額
１株当たり　454円　

（注）４

発行価格
１株当たり　1,024円
資本組入額
１株当たり　　653円

（注）４

発行価格
１株当たり　2,413円
資本組入額
１株当たり　1,537円

　（注）４

決議年月日 平成27年６月23日 平成28年６月22日 平成29年６月21日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役
(社外取締役を除く）　５名
当社取締役を
兼務しない執行役員　12名
当社従業員（理事）18名

当社取締役
(社外取締役を除く）　５名
当社取締役を
兼務しない執行役員　12名
当社従業員（理事）14名

当社執行役員を
兼務する取締役　５名
当社取締役を
兼務しない執行役員　12名
当社従業員（理事）16名

新株予約権の数　※ 76個　（注）1 70個　（注）１ 72個　（注）１

新株予約権の目的となる株
式の種類、内容及び数　※

普通株式
76,000株

（注）２

普通株式
70,000株

（注）２

普通株式
72,000株

　（注）２

新株予約権の行使時の払込
金額　※

１株当たり　3,634円
　（注）３

１株当たり　1,620円
（注）３

１株当たり　1,647円
（注）３

新株予約権の行使期間　※
平成29年７月１日～
平成33年６月30日

平成30年７月１日～
平成34年６月30日

平成31年７月１日～
平成35年６月30日

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発 行 価 格 及 び 資 本 組 入
額　※

発行価格
１株当たり　3,634円
資本組入額
１株当たり　2,104円

（注）４

発行価格
１株当たり　1,620円
資本組入額
１株当たり　　953円

（注）４

発行価格
１株当たり　1,647円
資本組入額
１株当たり　1,063円

（注）４

新株予約権の主な行使条
件　※

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役の地位にあ
ることを要する。ただし、任期満了による退任その他取締役会が正当な理由があると
認めた場合はこの限りではない。(注）５　（注）６　（注）７

②新株予約権の相続は認めない。
③その他の新株予約権の行使に関する条件については、新株予約権の募集事項を決定す

る取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権を引き受けようとする者との間で締結
する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する
事項　※

譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要するものとす
る。

組織再編成行為に伴う新株
予約権の交付に関する事
項　※

―

 

※　当事業年度の末日（平成30年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月

末現在（平成30年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記

載しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。　
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(注) １ 新株予約権１個当たりの目的である普通株式の数は1,000株。ただし、(注)２に定める株式の数の調整を行っ

た場合は、同様の調整を行う。

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行

使に伴う株式の発行を除く）、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
 

４ 資本組入額は１株当たりの新株予約権の行使に際して出資される財産の価額と新株予約権の付与日において

ブラック・ショールズ式により算定した１株当たりの新株予約権の公正価値との合計額の２分の１の金額

（１円未満の端数は切り上げ）である。なお、各割当日の新株予約権の公正価値は、平成24年196円、平成25

年282円、平成26年660円、平成27年573円、平成28年286円、平成29年479円であります。

５ 平成24年６月26日に当社従業員（理事）に発行した新株予約権の行使条件は以下のとおりであります。

　①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役又は従業員（理事）の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。

６ 平成25年６月25日から平成29年６月21日までに当社取締役と執行役員に発行した新株予約権の行使条件は以

下のとおりであります。

　①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役又は執行役員の地位にあることを

要する。ただし、任期満了による退任その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではな

い。

７ 平成25年６月25日から平成29年６月21日までに当社従業員（理事）に発行した新株予約権の行使条件は以下

のとおりであります。

　①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、執行役員又は従業員の地位にあ

ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職又は当社の役員就任に伴う退職、その他取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。
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　なお、当事業年度末日以降に、発行決議した新株予約権の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成30年６月21日

付与対象者の区分及び人数
当社執行役員を兼務する取締役　５名
当社取締役を兼務しない執行役員　13名
当社従業員（理事）13名

新株予約権の数 71個（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数

普通株式 71,000株（注）２

新株予約権の発行価額

新株予約権の割当日においてブラック・ショールズ式により算定した価額
を発行価額とする。ただし、新株予約権を引き受けようとする者は当該発
行価額に相当する金銭の払込みに代えて、その者が当社に対して有するス
トック・オプション報酬請求権と相殺するものとする。

新株予約権の行使時の払込金額 （注）３

新株予約権の割当日 平成30年７月10日（割当日において新株予約権を発行する。）

新株予約権の行使期間 平成32年７月１日～平成36年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資
本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の
額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額
の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ
の端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備
金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加す
る資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締
役又は執行役員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退
任その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではな
い。（注）４

②新株予約権の相続は認めない。
③その他の新株予約権の行使に関する条件については、新株予約権の募集

事項を決定する取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権を引き受け
ようとする者との間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の取得の条件

当社は、次の事由が生じた場合は、取締役会が別途定める日に当該新株予
約権者の有する新株予約権の全部を無償で取得することができる。
①当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合
②当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案又は株式移転の議案につ

き株主総会で承認された場合

端数がある場合の取り扱い
新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない
端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要
するものとする。

 

(注) １ 新株予約権１個当たりの目的である株式の数は1,000株。ただし、（注）２に定める株式の数の調整を行った

場合は、同様の調整を行う。

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３ 新株予約権１個当たりの出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下、払込

価額とする）に（注）１で定める新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じた金額とする。

払込価額は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。

ただし、当該金額が新株予約権発行の日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、当該終値とする。

なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（時価発行として行う公募増資、新株予約

権の行使に伴う株式の発行を除く）、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げる。

 
    

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
＝

調整前
×

分割・新規発行前の株価

払込価額 払込価額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
 

 
 
 
４ 当社従業員（理事）に発行する新株予約権の本行使条件は以下のとおりであります。
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　①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、執行役員又は従業員の地位にあ

ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職又は当社の役員就任に伴う退職、その他取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成12年３月31日(注) 55,420 92,302,608 38 10,690 38 14,431
 

(注)　転換社債の株式転換による増加であります。

 

(5) 【所有者別状況】

平成30年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 54 53 81 236 6 4,429 4,859 ─

所有株式数
(単元)

─ 28,267 1,354 34,025 16,683 11 11,582 91,922 380,608

所有株式数
の割合(％)

─ 30.75 1.47 37.02 18.15 0.01 12.60 100.00 ─
 

(注) 自己株式1,411,404株は「個人その他」の欄に1,411単元、「単元未満株式の状況」の欄に404株をそれぞれ含

めて記載しております。
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(6) 【大株主の状況】

平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有
株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総
数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本電気株式会社 東京都港区芝５丁目７番１号 32,491 35.75

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（三井住友信託銀
行再信託分・日本電気株式会社
退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 13,800 15.18

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,367 3.70

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,251 2.48

CHASE MANHATTAN BANK GTS
CLIENTS ACCOUNT ESCROW
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE STREET
LONDON, E1W 1YT, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南２丁目15番１号）

998 1.10

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 985 1.08

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 956 1.05

JPMC GOLDMAN SACHS TRUST
JASDEC LENDING ACCOUNT　
（常任代理人　株式会社三菱
UFJ銀行）

GOLDMAN SACHS AND CO, 180 MAIDEN LANE, 37/90TH
FLOOR,NEW YORK, NY 10038 U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

889 0.98

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口１）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 756 0.83

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口２）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 754 0.83

計 ── 57,248 62.99

 

（注）１ 当社は、自己株式 1,411千株を所有しておりますが、上記大株主の状況からは除いております。

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信

託口）の持株数13,800千株は、日本電気株式会社から同信託銀行へ信託設定された信託財産であり、当該

株式の議決権は、信託約款上、日本電気株式会社が留保しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ── ── ──

議決権制限株式(自己株式等) ── ── ──

議決権制限株式(その他) ── ── ──

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 ── ──
1,411,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

90,511 ──
90,511,000

単元未満株式
普通株式

── ──
380,608

発行済株式総数 92,302,608 ── ──

総株主の議決権 ―─ 90,511 ──
 

 

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都渋谷区道玄坂
１丁目10番８号

1,411,000 ── 1,411,000 1.53
日本航空電子工業株式会社

計 ── 1,411,000 ── 1,411,000 1.53
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

  
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 7,230 12,466

当期間における取得自己株式 1,955 3,652
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日から当有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
─ ─ ─ ─

その他（新株予約権の権利行使） 41,000 30,955 10,000 7,600

保有自己株式数 1,411,404 ─ 1,403,359 ─
 

(注)１  当期間における取得自己株式の処理状況の「その他（新株予約権の権利行使）」には、平成30年６月１日か

ら有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使による株式数は含まれておりません。

２  当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利

行使による株式数は含まれておらず、保有自己株式数は、平成30年５月31日現在のものであります。
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３ 【配当政策】

当社は、業績向上を重視する中で、将来の持続的成長と収益の向上を図るための国内外での設備投資、研究開発投

資を勘案した上で、中長期的な財務体質の強化を図りながら、株主の皆様に対する安定的な配当を行うことを基本方

針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を原則としており、会社法第459条第１項の規定に基づ

き、取締役会の決議によって剰余金の配当等を行うことができる旨を定款に定めております。

当事業年度の期末配当については、上記の基本方針に基づき、１株につき15円の配当を行いました。この結果、当

期の年間配当金は、中間配当金（１株につき15円）とあわせて１株につき30円となりました。

（注）基準日が当期に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成29年10月25日 1,363 15.00

平成30年５月11日 1,363 15.00
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高(円) 1,775 3,145 3,595 1,776 2,235

最低(円) 670 1,421 975 1,103 1,291
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成29年
10月

11月 12月
平成30年
１月

２月 ３月

最高(円) 2,089 2,235 2,042 1,990 1,859 1,637

最低(円) 1,736 1,993 1,856 1,758 1,532 1,470
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性12名　女性０名　（役員のうち女性の比率0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

会   長

（代表取締役）
会   長 秋 山 保 孝 昭和22年９月25日生

昭和45年４月 当社入社

平成８年７月 コネクタ事業部長代理

平成11年６月 弘前航空電子株式会社　社長
平成13年６月 当社取締役

平成15年５月 コネクタ事業部長

平成16年６月 常務取締役

平成17年６月 専務取締役

平成18年６月 社長

平成26年６月 会長（現）

(注)４ 99

社   長

（代表取締役）
社   長 小野原    勉 昭和33年９月４日生

昭和56年４月 当社入社

平成15年５月 コネクタ事業部長代理

平成19年２月 JAE Wuxi Co.,Ltd. 董事総

経理

平成22年４月 当社コネクタ事業部長付エ

グゼクティブエキスパート

平成22年６月 取締役

平成22年６月 コネクタ事業部長

平成24年６月 常務取締役

平成25年６月 取締役専務執行役員

平成26年６月 社長（現）

(注)４ 39

取締役
専   務

執行役員
武 田 和 生 昭和27年４月30日生

昭和50年４月 日本電気株式会社入社

平成15年７月 総務部長

平成19年４月 当社顧問

平成19年６月 取締役

平成19年６月 支配人

平成23年６月 経営企画部長

平成24年６月 常務取締役

平成25年６月 取締役常務執行役員

平成28年４月 取締役専務執行役員(現)

(注)４ 35

取締役
常　　務
執行役員

荻 野 康 俊 昭和31年９月４日生

昭和54年４月 日本電気株式会社入社

平成19年６月 財務部長

平成22年４月 当社顧問

平成22年６月

平成22年６月

取締役

支配人

平成25年６月 取締役執行役員

平成28年４月 取締役常務執行役員(現)

(注)４ 29

取締役
執行役員
コネクタ
事業部長

浦 野     実 昭和34年10月７日生

昭和57年４月 当社入社

平成19年７月 コネクタ事業部長代理

平成24年６月 取締役

平成25年６月 執行役員

平成26年６月 コネクタ事業部長(現)

平成28年６月 取締役執行役員(現）

(注)４ 12

取締役 ── 廣 畑 史 朗 昭和27年７月13日生

昭和51年４月 警察庁入庁

平成11年１月 栃木県警察本部長

平成15年１月 福岡県警察本部長

平成18年９月 近畿管区警察局長

平成19年７月 警察庁退官

平成19年９月 財団法人(現 公益財団法人)

日本道路交通情報センター

理事

平成24年４月 同副理事長

平成25年７月 明治安田生命保険相互会社

顧問

平成26年６月 当社社外取締役(現)

平成27年５月 一般社団法人ＵＴＭＳ協会

理事長(現)

(注)４ 0

取締役 ── 坂 場 三 男 昭和24年７月17日生

昭和48年４月 外務省入省

平成20年２月 駐ベトナム特命全権大使

平成22年９月 特命全権大使・政府代表(気

候変動、イラク復興支援調

整、文化交流担当)

平成24年９月 駐ベルギー特命全権大使(兼

ＮＡＴＯ日本政府代表)

平成26年９月 外務省退官

平成27年４月 横浜市立大学 特別契約教授

平成27年５月 株式会社乃村工藝社 社外取

締役(現)

平成27年６月 当社社外取締役(現)

(注)４ 0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 ── 森 田 隆 之 昭和35年２月５日生

昭和58年４月 日本電気株式会社入社

平成14年４月 事業開発部長

平成18年４月 執行役員兼事業開発本部長

平成20年４月 執行役員

平成20年６月 当社社外監査役

平成23年７月 日本電気株式会社　執行役

員常務

平成24年６月 当社社外監査役退任

平成28年４月 日本電気株式会社　執行役

員常務兼ＣＧＯ(チーフグ

ローバルオフィサー)

平成28年６月 取締役執行役員常務兼ＣＧ

Ｏ(チーフグローバルオフィ

サー)

平成29年６月 当社取締役(現)

平成30年４月 日本電気株式会社　代表取

締役執行役員副社長(現）

(注)４ 0

監査役

（常勤）
── 山 本 敬 司 昭和28年11月15日生

昭和52年４月 日本電気株式会社入社

平成17年10月 当社海外事業企画本部長

平成21年１月 海外事業企画本部長兼法務

部特定輸出エグゼクティブ

エキスパート

平成25年６月 監査役(常勤)(現)

(注)５ 17

監査役

（常勤）
── 渋 谷 達 夫 昭和32年11月３日生

昭和55年４月 当社入社

平成18年６月 JAE Shanghai Co., Ltd.　

董事

平成20年４月 JAE Wuxi Co.,Ltd. 董事

平成24年６月 当社経理部エグゼクティブ

マネージャー

平成26年４月 経理部エグゼクティブエキ

スパート

平成28年６月 監査役(常勤)(現）

(注)６ 7

監査役 ── 柏 木 秀 一 昭和28年10月11日生

昭和55年４月 弁護士登録(第二東京弁護士

会)

平成11年10月 一般社団法人日本商事仲裁

協会　理事(現)

平成19年５月 全国弁護士協同組合連合

会　副理事長

平成21年１月 柏木総合法律事務所　代表

パートナー(現)

平成22年６月 株式会社ナイガイ　社外監

査役

平成28年４月 第二東京弁護士会　監事

平成28年４月 株式会社ナイガイ　社外取

締役(監査等委員)(現)

平成29年１月 当社社外監査役(現)

(注)７ 0

監査役 ── 武　田　　仁 昭和30年11月７日生

昭和61年４月 弁護士登録(第二東京弁護士

会)

平成８年７月 丸の内総合法律事務所パー

トナー(現)

平成21年３月 株式会社ベルシステム24　
社外取締役

平成23年６月 DOWAホールディングス株式

会社　社外監査役(現)

平成25年６月 サンケン電気株式会社　社

外監査役

平成26年４月 日本弁護士連合会　常務理

事

平成26年４月 第二東京弁護士会　副会長

平成30年６月 当社社外監査役（現）

(注)８ 0

計 241
 　
(注) １ 取締役廣畑史朗氏及び取締役坂場三男氏は、社外取締役であります。

２ 監査役柏木秀一氏及び監査役武田仁氏は、社外監査役であります
３ 取締役森田隆之氏は、業務執行を行わない取締役であります。
４ 平成30年６月21日選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

で。
５ 平成29年６月21日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

で。
６ 平成28年６月22日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

で。
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７ 平成29年１月20日就任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま
で。

８ 平成30年６月21日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま
で。

９ 上記所有株式数には、日本航空電子工業役員持株会における持分株式数が含まれております。ただし、1,000
株未満は切捨てて記載しております。なお、所有株式数については、平成30年５月31日現在の株式数を記載し
ております。

10 当社では、執行役員制度を導入しており、提出日現在の執行役員は次のとおりであります。

       （※印を付した執行役員は取締役を兼務いたします。）

地位 氏名 地位 氏名

会   長 ※秋山 保孝 執行役員 河野   徹

社   長 ※小野原 勉 執行役員 和久利 雅英

専務執行役員 ※武田 和生 執行役員 小坂   卓

常務執行役員 ※荻野 康俊 執行役員 橋本 恒男

執行役員 齋藤   肇 執行役員 村木 正行

執行役員 村野 誠司 執行役員 松尾 正宏

執行役員 ※浦野  実 執行役員 長沼　俊一

執行役員 中村 哲也 執行役員 檜山　憲孝

執行役員 笹尾 宏吉 執行役員 野瀬　泰宏
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、開拓、創造、実践の企業理念に基づく企業経営を遂行することにより適正なる利益を確保し、企業
価値を高め、持続可能な社会の創造に貢献することを目指し、関係法令を遵守し、株主、お客様、取引先、地
域社会をはじめとする利害関係者（ステークホルダー）に対する社会的責任を果たすことがコーポレート・ガ
バナンスの趣旨であると考えております。
以上の基本的考え方に基づく、当社のコーポレート・ガバナンスの状況は次のとおりであります。

① 企業統治の体制等

イ 企業統治の体制の概要

当社は、経営上の意思決定、業務執行及び内部統制に係る経営組織として、取締役８名（内、執行役員を
兼務する取締役５名、社外取締役２名を含む非業務執行取締役３名）で構成される取締役会、執行役員を兼
務する取締役５名を中心に構成される経営会議、執行役員と経営幹部で構成される事業執行会議、幹部会議
を設置し、迅速な意思決定と機動的な経営のできる体制をとっております。
また、常勤監査役２名と社外監査役２名で構成される監査役会制度を採用しており、更に、内部監査部門

として監査室（５名）を設置しております。
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ロ 企業統治の体制を採用する理由

当社は、経営に対して、その職歴、経験、専門知識を活かした監督又は助言をすることができる社外取締

役２名を選任し、コーポレートガバナンスの一層の強化を図っております。また、それぞれの職歴、経験、

専門知識を活かした監査をすることができる社外監査役２名を選任しております。当該社外取締役２名によ

る監督及び助言並びに当該社外監査役２名による監査によって、経営に対する客観的、中立的な牽制・監視

機能として十分に体制が整っていると判断しているため、現状の体制としております。

 
ハ 当社の機関の内容並びに内部統制システムの整備及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、取締役により具体的に実行されるべき当社の内部統制システムの構築において、会社法第362条

第４項第６号に規定された取締役が遵守すべき基本方針及び業務の適正を確保するために必要な体制の整備

について、同条第５項に基づき、取締役会において次のとおり決議しております。

　

ａ 遵法に係る体制

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ⅰ 法令・定款の遵守を徹底するため航空電子グループ企業行動憲章・行動規範を制定している。

なお、社長が「遵法の日」に訓辞を実施している。

ⅱ 法令・定款等に違反する行為を発見した場合の通報体制として内部通報制度を設置している。

ⅲ 会社における財務報告が法令等に従って適正に作成され、その信頼性が確保されるための体制の構築を

行うとともに、当該体制の継続的な評価を実施し、必要な是正を行っている。

ⅳ 反社会的勢力からの不当要求に対しては、外部専門機関と連携の上、会社組織全体として対応し、取締

役及び従業員の安全を確保するとともに、反社会的勢力とは取引関係を含めて一切の関係を遮断するこ

ととしている。

ｂ 職務執行に係る体制

1）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務執行を効率的に実施するため、取締役会において、取締役会が決定した経営方針を執行

する権限を委任された者として執行役員を選任している。当該執行役員は、取締役会又は代表取締役の

指揮監督の下に業務執行を分担して遂行するとともに、企業集団としての経営方針の策定、重要事項に

ついて以下の経営に関する会議において検討・協議を行っている。

ⅰ 取締役会

取締役会付議基準に基づき重要な業務執行の決定、職務執行、内部統制の実施状況の監督を行い、

その状況を報告している。

ⅱ 経営会議

執行役員を兼務する取締役等により構成され、経営上の重要方針に関する事項について討議してい

る。

ⅲ 事業執行会議

執行役員及び部門長等により構成され、事業執行上の重要事項に関し、討議している。

ⅳ 幹部会議

執行役員及び部門長等により構成され、経営方針及び事業遂行上の情報伝達、予算遂行状況、全社

重点施策の進捗確認等を行っている。

2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会、経営会議等の議事録及び起案書等の取締役の職務執行に係る文書その他の情報を、文書管

理規程（「文書等管理要領」、「文書等の保存期間基準」、「企業秘密・個人情報管理規程」）等に基

づき適切に管理している。

ｃ 損失の危険の管理に係る体制

ⅰ 損失の危険の管理はその種類、性質に応じてそれぞれの担当部門が行っている。各担当部門は損失の危

険に関する管理規程を制定し、管理体制の構築、教育等を実施する。

ⅱ 監査室は損失の危険の重大性や各部門の管理体制等の有効性を評価し、損失の危険の発見・予防に努め

ている。

ｄ 企業集団に係る体制

ⅰ 子会社担当の執行役員を置き、子会社の事業遂行を管理するとともに、前記ｂ．1）に基づいて策定し

たグローバルな視点での事業遂行上必要となる経営方針及び事業遂行面における指示の伝達並びに討議

を行うことにより、業務の適正を確保している。

ⅱ 基幹業務処理システムＪ/１の導入等によりグループとしての業務プロセスのＩＴ化を推進し、業務の

適正化・効率化を図っている。

ⅲ 航空電子グループ企業行動憲章を受けて子会社において行動規範を制定し、従業員全員への浸透を図っ

ている。
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ｅ 監査に係る体制

1）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役は、取締役の職務を監査する。監査役の職務を補助するため専従の使用人を１名以上配置して

いる。

2）前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の前号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

ⅰ 前号の使用人は取締役の指揮命令に服さないこととし、人事考課については監査役が行い、その者の

異動・懲戒は、監査役の同意を必要とする。

ⅱ 前号の使用人は、監査役の指揮命令に服するものとする。

3）当社及び当社の子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役及び使用人が当社の監査役に報告を

するための体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

当社グループの取締役、執行役員及び従業員は、会社に損害を及ぼす事実及び法令・定款違反の事実

を当社の監査役に対して適宜報告する。

当社グループの取締役、執行役員及び従業員は、当社の監査役から職務執行に関する事項の報告を求

められた場合には、速やかに報告を行う。

4）当社の監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

当社グループは、当社の監査役に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、解雇、

降格等の懲戒処分や配置転換等の人事上の措置等いかなる不利益な取扱いも行わない。

5）監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

ⅰ 当社は、監査役の職務執行上必要な費用を支弁するため、毎年、一定額の予算を設ける。

ⅱ 当社は、監査役が職務執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査役

の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

6）上記の他、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会をはじめ重要な会議に出席し、必要ある場合に意見を述べるとともに、企業集団

の職務監査並びに重要書類の閲覧等、取締役の職務執行を監査する権限を有している。
　

二 内部監査及び監査役監査の状況

当社は、常勤監査役２名と社外監査役２名で構成される監査役会制度を採用しており、更に、内部監査部

門として監査室（５名）を設置しております。

監査役又は監査役会は、会計監査人と定例会合をもち、積極的に情報交換を行い、報告を受け、効果的な

監査を実施するよう努めております。又、監査役は、内部監査部門と連携をとることにより、内部監査の結

果を活用するように努めております。

損失の危険の管理はその種類、性質に応じてそれぞれの担当部門が行っており、これらの部門と内部監

査、監査役監査又は会計監査は相互に牽制及び連携する関係にあります。

なお、監査役(常勤)渋谷達夫氏は、昭和55年４月から通算36年にわたり当社及び当社グループ会社の経理

業務に従事しておりました。
　

ホ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨、定款に定めております。

ヘ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行う旨、及びその決議は累積投票によらないものとする旨を

定款に定めております。

ト 取締役会において決議することができる株主総会決議事項

当社は、

ⅰ 取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしう

る環境を整備することを目的として、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令

の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨

ⅱ 会社法第459条第１項各号に定める剰余金の配当、自己株式の取得等を機動的に実施するため、当該各

号に掲げる事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の

決議によって定めることができる旨

をそれぞれ定款に定めております。
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チ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における機動的な意思決定を可能とするため、会社法第309条第２項に定める決議は、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２

以上をもってこれを行う旨を定款で定めております。

リ 会計監査の状況

当社は会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査に新日本有限責任監査法人を選任

しており、当事業年度における会計監査の体制は次のとおりであります。

ⅰ 業務を執行した公認会計士の氏名

     ・ 指定有限責任社員 業務執行社員   佐藤 森夫

     ・ 指定有限責任社員 業務執行社員   唐澤 正幸

(注) 継続監査年数は、いずれも７年以内のため記載を省略しております。

ⅱ 監査業務に係る補助者の構成

     ・ 公認会計士      21名

     ・ その他          15名

ヌ 社外取締役及び社外監査役について

社外取締役は２名であります。

社外取締役廣畑史朗氏は、長年の経験から危機管理及びコンプライアンス面を中心に広く知見を有してお

り、同氏のその豊富な経験、知識が当社の経営に反映されることが期待されます。同氏は、一般社団法人Ｕ

ＴＭＳ協会の理事長であります。同協会と当社との間には、記載すべき関係はありません。

社外取締役坂場三男氏は、長年の海外経験から国際情勢・経済等に関する高い知見を有しており、同氏の

その豊富な経験、知識が当社のグローバル経営に反映されることが期待されます。同氏は、株式会社乃村工

藝社の社外取締役であります。同社と当社との間には、記載すべき関係はありません。

社外監査役は２名であります。

社外監査役柏木秀一氏は、弁護士の資格を持っており、客観的な視点で、高度の専門性を持った監査が行

われることが期待されます。同氏は、柏木総合法律事務所の代表パートナー(弁護士)であり、株式会社ナイ

ガイの社外取締役(監査等委員)であります。同事務所、同社と当社との間には記載すべき関係はありませ

ん。

社外監査役武田仁氏は、弁護士の資格を持っており、客観的な視点で、高度の専門性を持った監査が行わ

れることが期待されます。同氏は、丸の内総合法律事務所パートナー（弁護士）であり、DOWAホールディン

グス株式会社の社外監査役であります。同事務所、同社と当社との間には記載すべき関係はありません。

社外監査役は、監査役会等において、常勤監査役による社内監査の状況、会計監査人による会計監査の状

況等の報告を常勤監査役から受け、意見交換を行っております。

　なお、社外取締役廣畑史朗氏、社外取締役坂場三男氏、社外監査役柏木秀一氏及び社外監査役武田仁氏

は、当社の主要株主、主要な取引先の出身者等ではなく、当社との間には取引関係その他の利害関係がない

ことから、東京証券取引所の規定する一般株主との間に利益相反が生じる恐れがない独立役員であります。

ル 社外取締役又は社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する独自の基準又は方針につ

いて定めておりませんが、東京証券取引所の上場管理等に関するガイドラインにおいて規定する、独立性に

関する判断基準を参考にしております。

ヲ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役廣畑史朗氏、社外取締役坂場三男氏、取締役森田隆

之氏、社外監査役柏木秀一氏及び社外監査役武田仁氏との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責

任について限定する契約を締結しており、当該契約における賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に基

づく最低責任限度額としております。
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② 役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる

役員の員数

（名）基本報酬

ストック

オプション

費用計上額

取締役賞与

引当金繰入額

取締役

（社外取締役を除く。）
305 176 13 115 6

監査役

（社外監査役を除く。）
40 40 ― ― 2

社外役員 31 31 ― ― 4
 

 
ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬等は、月額報酬、ストックオプション、取締役賞与で構成されております。月額報酬につ

いては、株主総会にて承認を受けた月額報酬総額の範囲内において、適正な水準を考慮し、代表権の有

無、役位等を基準とした固定額としております。ストックオプションについては、業績向上に対する意欲

や士気を高めるため、株主総会にて承認を受けた年間報酬総額の範囲内において、取締役会にて決定して

おります。取締役賞与については、業績連動報酬と位置付け連結業績・配当方針等に応じて算定した金額

を株主総会に付議・承認を受けることとしております。ただし、社外取締役を含む非業務執行取締役（非

常勤）については、月額報酬のみで構成され、一定の金額を設定し、決定しております。

監査役の報酬等は、月額報酬のみで構成され、株主総会にて承認を受けた月額報酬総額の範囲内におい

て、監査役の協議によって決定しております。

なお、取締役（常勤）及び監査役（常勤）の月額報酬の内訳として、持株会拠出部分を設定し、一定額

を持株会に拠出する自社株取得目的報酬を導入しております。
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③ 株式保有の状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 15銘柄
 

貸借対照表計上額の合計額 2,748百万円
 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

住友不動産㈱ 261,000 753
事業戦略、取引先との関係の維持・強

化などを総合的に勘案し、保有しており
ます。

㈱リョーサン 122,839 411 同上

東海旅客鉄道㈱ 10,000 181 同上

㈱カナデン 168,214 181 同上

三信電気㈱ 115,180 146 同上

住友商事㈱ 70,899 106 同上

三井住友トラスト・ホール
ディングス㈱

18,440 71 同上

㈱京三製作所 100,000 43 同上

萩原電気㈱ 17,500 37 同上

西日本旅客鉄道㈱ 5,000 36 同上
 

　

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

住友不動産㈱ 261,000 1,027
事業戦略、取引先との関係の維持・強

化などを総合的に勘案し、保有しており
ます。

㈱リョーサン 122,839 471 同上

三信電気㈱ 115,180 250 同上

㈱カナデン 168,214 246 同上

東海旅客鉄道㈱ 10,000 201 同上

㈱立花エレテック 76,800 161 同上

住友商事㈱ 70,899 126 同上

三井住友トラスト・ホール
ディングス㈱

18,440 79 同上

㈱京三製作所 100,000 65 同上

萩原電気㈱ 17,500 56 同上

西日本旅客鉄道㈱ 5,000 37 同上
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ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

　 前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 106 ― ― ― ―
 

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 56 ― 75 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 56 ― 75 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

当社の連結子会社であるJAE Hong Kong,Ltd.、JAE Korea,Inc.及びJAE Philippines,Inc.は、当社の監査公

認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst&Youngに対して、監査証明業務に基づく報酬として８百

万円、その他コンサルティング等の非監査業務に基づく報酬として１百万円支払っております。

 

当連結会計年度

当社の連結子会社であるJAE Hong Kong,Ltd.、JAE Korea,Inc.及びJAE Philippines,Inc.は、当社の監査公

認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst&Youngに対して、監査証明業務に基づく報酬として10百

万円、その他コンサルティング等の非監査業務に基づく報酬として10百万円支払っております。

 
 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成29年４月１日から平成30年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限

責任監査法人の監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下のとおり連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。 会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、当財団の発行する刊行物及び

主催するセミナー等から的確な情報収集に努めております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 36,529 39,439

  受取手形及び売掛金 ※4  42,112 ※5  46,529

  たな卸資産 ※1  16,140 ※1  18,940

  繰延税金資産 1,893 2,079

  その他 7,766 8,607

  貸倒引当金 △90 △89

  流動資産合計 104,353 115,507

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 24,059 22,817

   機械装置及び運搬具（純額） 22,894 20,196

   工具、器具及び備品（純額） 8,224 7,753

   土地 5,791 6,069

   建設仮勘定 6,130 5,182

   有形固定資産合計 ※2  67,100 ※2  62,018

  無形固定資産 3,094 3,414

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※3  3,493 ※3  3,175

   長期貸付金 1,127 1,095

   退職給付に係る資産 341 1,572

   繰延税金資産 2,546 2,189

   その他 1,278 1,186

   貸倒引当金 △139 △139

   投資その他の資産合計 8,648 9,079

  固定資産合計 78,843 74,513

 資産合計 183,196 190,020
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 39,184 ※5  39,953

  短期借入金 ※6  8,118 ※6  6,189

  未払法人税等 1,495 3,786

  取締役賞与引当金 60 115

  その他 10,840 9,948

  流動負債合計 59,698 59,992

 固定負債   

  長期借入金 11,451 7,258

  退職給付に係る負債 2,392 873

  その他 631 1,000

  固定負債合計 14,475 9,132

 負債合計 74,174 69,125

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,690 10,690

  資本剰余金 14,498 14,508

  利益剰余金 82,958 94,092

  自己株式 △1,089 △1,070

  株主資本合計 107,058 118,220

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 919 1,411

  為替換算調整勘定 783 △213

  退職給付に係る調整累計額 134 1,330

  その他の包括利益累計額合計 1,837 2,527

 新株予約権 126 147

 純資産合計 109,022 120,895

負債純資産合計 183,196 190,020
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 209,510 253,947

売上原価 ※1,※3  176,419 ※1,※3  211,076

売上総利益 33,091 42,871

販売費及び一般管理費 ※2,※3  21,032 ※2,※3  22,238

営業利益 12,059 20,632

営業外収益   

 受取利息 51 65

 受取配当金 86 90

 投資有価証券売却益 128 9

 その他 104 173

 営業外収益合計 370 338

営業外費用   

 支払利息 82 80

 固定資産除却損 ※4  374 ※4  2,184

 固定資産解体撤去費用 110 24

 為替差損 2,548 1,268

 その他 159 55

 営業外費用合計 3,275 3,613

経常利益 9,154 17,357

税金等調整前当期純利益 9,154 17,357

法人税、住民税及び事業税 2,416 4,644

法人税等調整額 1 △223

法人税等合計 2,418 4,420

当期純利益 6,736 12,936

親会社株主に帰属する当期純利益 6,736 12,936
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 6,736 12,936

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △33 491

 為替換算調整勘定 △322 △997

 退職給付に係る調整額 710 1,195

 その他の包括利益合計 ※1  354 ※1  690

包括利益 7,090 13,626

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 7,090 13,626

 非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,690 14,497 78,947 △1,093 103,041

当期変動額      

剰余金の配当   △2,725  △2,725

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  6,736  6,736

自己株式の取得    △7 △7

自己株式の処分  1  12 13

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 － 1 4,011 4 4,017

当期末残高 10,690 14,498 82,958 △1,089 107,058
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 953 1,106 △576 1,483 102 104,627

当期変動額       

剰余金の配当      △2,725

親会社株主に帰属す

る当期純利益
     6,736

自己株式の取得      △7

自己株式の処分      13

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△33 △322 710 354 23 377

当期変動額合計 △33 △322 710 354 23 4,394

当期末残高 919 783 134 1,837 126 109,022
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 当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,690 14,498 82,958 △1,089 107,058

当期変動額      

剰余金の配当   △2,726  △2,726

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  12,936  12,936

自己株式の取得    △12 △12

自己株式の処分  10  30 41

連結範囲の変動   923  923

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 － 10 11,133 18 11,162

当期末残高 10,690 14,508 94,092 △1,070 118,220
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 919 783 134 1,837 126 109,022

当期変動額       

剰余金の配当      △2,726

親会社株主に帰属す

る当期純利益
     12,936

自己株式の取得      △12

自己株式の処分      41

連結範囲の変動      923

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

491 △997 1,195 690 21 711

当期変動額合計 491 △997 1,195 690 21 11,873

当期末残高 1,411 △213 1,330 2,527 147 120,895
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 9,154 17,357

 減価償却費 20,252 20,750

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,834 △1,501

 受取利息及び受取配当金 △137 △155

 支払利息 82 80

 為替差損益（△は益） △142 750

 固定資産除却損 374 2,184

 売上債権の増減額（△は増加） △11,697 △4,263

 たな卸資産の増減額（△は増加） △3,259 △2,464

 仕入債務の増減額（△は減少） 8,933 1,045

 その他 912 887

 小計 22,638 34,670

 利息及び配当金の受取額 137 154

 利息の支払額 △86 △79

 法人税等の支払額 △1,570 △2,522

 法人税等の還付額 322 209

 営業活動によるキャッシュ・フロー 21,443 32,432

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 7 －

 有形固定資産の取得による支出 △21,716 △17,533

 有形固定資産の売却による収入 14 51

 投資有価証券の取得による支出 △3 △3

 その他 △762 △2,301

 投資活動によるキャッシュ・フロー △22,459 △19,787

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 10,000 －

 長期借入金の返済による支出 △7,370 △6,122

 配当金の支払額 △2,725 △2,726

 その他 3 19

 財務活動によるキャッシュ・フロー △93 △8,828

現金及び現金同等物に係る換算差額 △270 △1,087

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,380 2,729

現金及び現金同等物の期首残高 37,909 36,529

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 180

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  36,529 ※1  39,439
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　18社

連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

なお、前連結会計年度において非連結子会社でありました盟友技研㈱は、連結財務諸表における重要性が増し

たため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

 
(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載しているため省略しております。

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社７社（前連結会計年度は８社）は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等に関して、

いずれも小規模であり、全体として連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外して

おります。

　

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社７社（前連結会計年度は８社）並びに関連会社のJRP Realty Holding,Inc.及びDJプレシジョン㈱

については、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、全体としても重要性が乏しいため、これら

の会社に対する投資については、持分法を適用せず原価法により評価しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、JAE Wuxi Co., Ltd.、JAE Wujiang Co.,Ltd. 及びJAE Shanghai Co., Ltd. は決算日が12月

31日であります。連結財務諸表を作成するにあたっては、連結決算日現在で実施した本決算に準じた仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。

　

４　会計方針に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

③ たな卸資産

主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建物は当社及び連結子会社18社のうち16社が定額法、２社が定率法、建物以外については当社及び連結子会

社９社が定率法、９社が定額法を採用しております。

 ただし、当社及び連結子会社７社の少額減価償却資産(取得価額10万円以上、20万円未満)については、一括

して３年で均等償却する方法によっております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物     ３～55年

機械装置及び運搬具 ２～12年

工具、器具及び備品 １～20年
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② 無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

　

(3)　重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 取締役賞与引当金

取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度に係る支給見込額を計上しております。

　

(4)　退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）による定

額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　

(5)　重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、同特

例処理を採用しております。また、為替予約及び通貨スワップの振当処理の要件を満たすものについては、同

振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

イ ヘッジ手段

デリバティブ取引（金利スワップ取引、為替予約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション取引）

ロ ヘッジ対象

変動金利による借入金、外貨建金銭債権債務、定期預金

③ ヘッジ方針

投機的な取引は一切行わない方針であります。なお、借入金に係る金利変動リスク及び外貨建取引の為替変

動リスク等を回避するため、デリバティブ取引を利用しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とを比率分析する方法により有効性の評価を行っております。

　

(6)　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資からなっております。

　

(7)　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 平成30年３月30日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日)

 

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

(2) 適用予定日

平成34年３月期の期首より適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 

(連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

商品及び製品 10,618百万円 12,276百万円

仕掛品 2,977 4,182 

原材料及び貯蔵品 2,545 2,481 
 

　

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

 162,817百万円 172,505百万円
 

上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

　

※３ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

投資有価証券(株式) 1,019百万円 153百万円
 

　

※４ 受取手形割引高

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

受取手形割引高 30百万円 －百万円
 

　

※５ 期末日満期手形の会計処理

当連結会計年度末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済されたものとして処理しております。これ

により、当連結会計年度末残高から除かれている期末日満期手形は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

受取手形 － 631百万円

支払手形 － 5 〃
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※６ 貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 2,000 2,000 

差引額 8,000 8,000 
 

　

７ 財務上の特約

コミットメントライン契約に下記の条項が付されております。

本契約期間中の各年度の本決算期及び第２四半期の末日における連結貸借対照表において、純資産合計の金額

を平成29年３月末における同金額の70％以上に維持する。

本契約期間中の各年度の本決算期の末日における連結損益計算書において、営業損益を２期連続して損失とし

ないこと。

　

(連結損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性低下による簿価切下額

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

売上原価 △70百万円 14百万円
 

　

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

(1) 荷造運賃 3,358百万円 3,828百万円

(2) 給料及び賞与 7,155 7,611 

(3) 支払手数料 2,310 2,411 

(4) 退職給付費用 379 380 

(5) 減価償却費 212 224 

(6) 取締役賞与引当金繰入額 60 115 

(7) 貸倒引当金繰入額 29 12 
 

　

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

一般管理費 1,208百万円 1,368百万円

当期製造費用 8,044 8,243 

計 9,252 9,612 
 

　

※４ 固定資産除却損

主に機械装置及び各種金型の通常の更新によるものであります。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 
当連結会計年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

その他有価証券評価差額金      

当期発生額 77百万円  720百万円

組替調整額 △128  △9 

税効果調整前 △50  711 

税効果額 16  △219 

その他有価証券評価差額金 △33  491 

為替換算調整勘定      

当期発生額 △322  △997 

退職給付に係る調整額      

当期発生額 944  1,665 

組替調整額 83  29 

税効果調整前 1,027  1,695 

税効果額 △317  △499 

退職給付に係る調整額 710  1,195 

その他の包括利益合計 354  690 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 92,302,608 － － 92,302,608
 

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,456,426 4,748 16,000 1,445,174
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

 単元未満株式の買取りによる増加                   4,748株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

 ストック・オプションの権利行使による減少        16,000株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結
会計年度末

提出会社

平成23年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 3

平成24年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 5

平成25年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 14

平成26年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 47

平成27年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 42

平成28年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―― 13

合計 ―─ 126
 

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月13日
取締役会

普通株式 1,362 15.00 平成28年３月31日 平成28年６月７日

平成28年10月26日
取締役会

普通株式 1,362 15.00 平成28年９月30日 平成28年12月２日
 

 
 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年５月16日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,362 15.00 平成29年３月31日 平成29年６月６日
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 92,302,608 － － 92,302,608
 

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,445,174 7,230 41,000 1,411,404
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

 単元未満株式の買取りによる増加                   7,230株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

 ストック・オプションの権利行使による減少        41,000株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結
会計年度末

提出会社

平成24年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 3

平成25年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 9

平成26年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 47

平成27年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 43

平成28年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―─ 19

平成29年ストック・
オプションとしての
新株予約権

―― 23

合計 ―─ 147
 

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月16日
取締役会

普通株式 1,362 15.00 平成29年３月31日 平成29年６月６日

平成29年10月25日
取締役会

普通株式 1,363 15.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日
 

 
 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,363 15.00 平成30年３月31日 平成30年６月６日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

現金及び預金勘定 36,529百万円 39,439百万円

現金及び現金同等物 36,529 39,439 
 

 

(リース取引関係)

　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

１年以内 92 1

１年超 129 0

合計 221 1
 

　

(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループの資金調達は、キャッシュ・フロー重視の経営を推し進め資金を創出することで資金需要を賄う

ことを第一義としておりますが、事業遂行上に必要な設備投資に対応した必要資金として、一部金融機関からの

借入を利用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は一

切行っておりません。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を適宜把握する体制としています。

また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒さ

れていますが、原則として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジ

しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の

株式であります。

営業債務である支払手形及び買掛金のうち輸入に伴う外貨建て債務は、為替の変動リスクに晒されております

が、可能な範囲で外貨建ての営業債権とネットしたポジションで為替リスクヘッジを実施しております。

借入金は主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、主として５年以内で

あります。このうち短期借入金は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、長期借入金

は、固定金利となっております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物

為替予約取引等であります。

デリバティブ取引の執行・管理につきましては、取引権限を定めた社内規程に従って行っております。

　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリ

バティブ取引に係わる市場リスクを示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。

　

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 36,529 36,529 －

(2) 受取手形及び売掛金 42,112 42,112 －

(3) 有価証券及び投資有価証券    

    その他有価証券 2,449 2,449 －

資産計 81,091 81,091 －

(1) 支払手形及び買掛金 39,184 39,184 －

(2) 短期借入金 8,118 8,127 8

   うち、1年内返済予定の長期借入金 6,118 6,127 8

(3) 長期借入金 11,451 11,460 8

(4) デリバティブ取引 1,080 1,080 －

負債計 59,835 59,852 17
 

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 39,439 39,439 －

(2) 受取手形及び売掛金 46,529 46,529 －

(3) 有価証券及び投資有価証券    

    その他有価証券 2,997 2,997 －

資産計 88,966 88,966 －

(1) 支払手形及び買掛金 39,953 39,953 －

(2) 短期借入金 6,189 6,193 3

   うち、1年内返済予定の長期借入金 4,189 4,193 3

(3) 長期借入金 7,258 7,256 △2

負債計 53,401 53,402 1
 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

(3) 有価証券及び投資有価証券（除く、非上場株式）

これらの時価について、株式は証券取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
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負  債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金（除く、1年内返済予定の長期借入金）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

(3) 長期借入金（含む、1年内返済予定の長期借入金）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。

　

(4) デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 平成29年３月31日 平成30年３月31日

非上場株式 1,044 177
 

　

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有

価証券」には含めておりません。

 

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 36,529 － － －

受取手形及び売掛金 42,112 － － －

合計 78,642 － － －
 

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 39,439 － － －

受取手形及び売掛金 46,529 － － －

合計 85,968 － － －
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(注４)短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 2,000 － － － － －

長期借入金 6,118 4,189 2,914 1,714 1,414 1,217

合計 8,118 4,189 2,914 1,714 1,414 1,217
 

　

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 2,000 － － － － －

長期借入金 4,189 2,914 1,714 1,414 714 502

合計 6,189 2,914 1,714 1,414 714 502
 

　

(有価証券関係)

　１　その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

区分
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

　株式 2,182 844 1,338

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

　株式 266 274 △7

合計 2,449 1,118 1,331
 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

また、期末時価の下落率が30～50％の株式の減損の処理にあたっては、経済情勢及び株式市場全体等を総合的に勘

案し、判断しております。

　

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

区分
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

　株式 2,997 955 2,042

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

　株式 － － －

合計 2,997 955 2,042
 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

また、期末時価の下落率が30～50％の株式の減損の処理にあたっては、経済情勢及び株式市場全体等を総合的に勘

案し、判断しております。
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２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

（単位：百万円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 257 128 －

合計 257 128 －
 

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

（単位：百万円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 223 9 －

合計 223 9 －
 

　

(デリバティブ取引関係)

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

区分 取引の種類 契約額等
契約額等
うち１年超

時価 評価損益

市場取
引以外
の取引

為替予約取引
売建

米ドル
10,019 － △715 △715

通貨オプション取引
売建

米ドル
16,515 － △365 △365

合計 26,534 － △1,080 △1,080
 

(注) 時価の算定方法

為替予約取引及び通貨オプション取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。

 

当連結会計年度(平成30年３月31日)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、主にグループ連合型による確定給付企業年金制度を導入しております。当該制度

ではキャッシュ・バランス・プランを採用しており、加入者毎に積立額及び年金額の原資に相当する仮想個人口座

を設け、仮想個人口座には、利息クレジットと給与水準等に基づく拠出クレジットを累計します。退職時には、一

時金又は年金受取り（最大15年の有期年金）を選択可能で、年金受取りの場合はその受給期間において、主に市場

金利の動向に基づいて変動する利息が加算されます。

そのほか、一部の連結子会社については、退職一時金制度又は確定拠出型年金制度を採用しております。

なお、一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 
２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付債務の期首残高 28,938 28,943
勤務費用 1,344 1,361
利息費用 274 288
数理計算上の差異の発生額 △240 △551
退職給付の支払額 △1,414 △1,176
その他 41 148

退職給付債務の期末残高 28,943 29,013
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

年金資産の期首残高 24,926 26,764
期待運用収益 613 664
数理計算上の差異の発生額 702 1,114
事業主からの拠出額 1,904 1,933
退職給付の支払額 △1,414 △1,174
その他 31 10

年金資産の期末残高 26,764 29,313
 

　

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 △92 △128
退職給付費用 69 △4
制度への拠出額 △106 △111
その他 1 △154

退職給付に係る負債の期末残高 △128 △399
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表
（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 29,973 30,158
年金資産 △28,093 △30,874

 1,880 △715
非積立型制度の退職給付債務 169 17

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,050 △698

   
退職給付に係る負債 2,392 873
退職給付に係る資産 △341 △1,572

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,050 △698
 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

　
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

勤務費用 1,344 1,361

利息費用 274 288

期待運用収益 △613 △664

数理計算上の差異の費用処理額 83 29

簡便法で計算した退職給付費用 69 △4

確定給付制度に係る退職給付費用 1,157 1,010
 

　

　(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

数理計算上の差異 1,027 1,695

合計 1,027 1,695
 

　
(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

未認識数理計算上の差異 △258 △1,953

合計 △258 △1,953
 

　
(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

国内債券 23.5% 24.2%

国外債券 6.3% 6.3%

国内株式 19.5% 20.7%

国外株式 16.6% 15.8%

一般勘定 24.0% 24.4%

その他 10.1% 8.6%

合計 100.0% 100.0%
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②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

割引率 1.0% 1.0%

長期期待運用収益率 2.5% 2.5%

予想昇給率 3.6% 3.7%
 

　
３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度115百万円、当連結会計年度136百万円であります。

 
(ストック・オプション等関係)

１ 費用計上額及び科目名

(単位：百万円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

売上原価 5 4

販売費及び一般管理費 21 26
 

 

２ 権利不行使による失効により利益として計上した金額

(単位：百万円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

営業外収益「その他」 ― 0
 

 

３ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　　

 
日本航空電子工業株式会社

平成23年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成23年その２新株予約権

決議年月日 平成23年６月24日 平成23年６月24日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役                   13名 当社従業員（理事）           18名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                 46,000株 普通株式                 18,000株

付与日 平成23年７月10日 平成23年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで継続して取締役

の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。

付与日以降、権利確定日まで取締役又は従業

員（理事）の地位にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこ

の限りではない。

対象勤務期間 平成23年７月10日～平成24年６月26日 平成23年７月10日～平成25年６月30日

権利行使期間 平成25年７月１日～平成29年６月30日 平成25年７月１日～平成29年６月30日
 

 

 
日本航空電子工業株式会社

平成24年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成24年その２新株予約権

決議年月日 平成24年６月26日 平成24年６月26日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役                   13名 当社従業員（理事）           21名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                 48,000株 普通株式                 21,000株

付与日 平成24年７月11日 平成24年７月11日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで継続して取締役

の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。

付与日以降、権利確定日まで取締役又は従業

員（理事）の地位にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこ

の限りではない。

対象勤務期間 平成24年７月11日～平成25年６月25日 平成24年７月11日～平成26年６月30日

権利行使期間 平成26年７月１日～平成30年６月30日 平成26年７月１日～平成30年６月30日
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日本航空電子工業株式会社

平成25年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成25年その２新株予約権

決議年月日 平成25年６月25日 平成25年６月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役                   ５名 当社の取締役を兼務しない執行役員 11名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                 28,000株 普通株式                     22,000株

付与日 平成25年７月10日 平成25年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで継続して取締役

の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。

付与日以降、権利確定日まで取締役又は執行

役員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

対象勤務期間 平成25年７月10日～平成26年６月25日 平成25年７月10日～平成26年６月25日

権利行使期間 平成27年７月１日～平成31年６月30日 平成27年７月１日～平成31年６月30日
 

 

 
日本航空電子工業株式会社

平成25年その３新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成26年その１新株予約権

決議年月日 平成25年６月25日 平成26年６月25日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員（理事）           17名 当社取締役                   ５名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                 17,000株 普通株式                     32,000株

付与日 平成25年７月10日 平成26年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで取締役、執行役

員又は従業員（理事）の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他取締役会が正当な理由があると認め

た場合はこの限りではない。

付与日以降、権利確定日まで継続して取締役

の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。

対象勤務期間 平成25年７月10日～平成27年６月30日 平成26年７月10日～平成27年６月23日

権利行使期間 平成27年７月１日～平成31年６月30日 平成28年７月１日～平成32年６月30日
 

 

 
日本航空電子工業株式会社

平成26年その２新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成26年その３新株予約権

決議年月日 平成26年６月25日 平成26年６月25日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役を兼務しない執行役員 11名 当社従業員（理事）           16名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                 24,000株 普通株式                     16,000株

付与日 平成26年７月10日 平成26年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで取締役又は執行

役員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

付与日以降、権利確定日まで取締役、執行役

員又は従業員（理事）の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他取締役会が正当な理由があると認め

た場合はこの限りではない。

対象勤務期間 平成26年７月10日～平成27年６月23日 平成26年７月10日～平成28年６月30日

権利行使期間 平成28年７月１日～平成32年６月30日 平成28年７月１日～平成32年６月30日
 

 

 
日本航空電子工業株式会社

平成27年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成27年その２新株予約権

決議年月日 平成27年６月23日 平成27年６月23日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役                   ５名 当社の取締役を兼務しない執行役員 12名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                     32,000株 普通株式                 26,000株

付与日 平成27年７月10日 平成27年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで継続して取締役

の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。

付与日以降、権利確定日まで取締役又は執行

役員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

対象勤務期間 平成27年７月10日～平成28年６月22日 平成27年７月10日～平成28年６月22日

権利行使期間 平成29年７月１日～平成33年６月30日 平成29年７月１日～平成33年６月30日
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日本航空電子工業株式会社

平成27年その３新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成28年その１新株予約権

決議年月日 平成27年６月23日 平成28年６月22日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員（理事）           18名 当社取締役                   ５名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                     18,000株 普通株式                     32,000株

付与日 平成27年７月10日 平成28年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで取締役、執行役

員又は従業員（理事）の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他取締役会が正当な理由があると認め

た場合はこの限りではない。

付与日以降、権利確定日まで継続して取締役

の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。

対象勤務期間 平成27年７月10日～平成29年６月30日 平成28年７月10日～平成29年６月21日

権利行使期間 平成29年７月１日～平成33年６月30日 平成30年７月１日～平成34年６月30日
 

 

 
日本航空電子工業株式会社

平成28年その２新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成28年その３新株予約権

決議年月日 平成28年６月22日 平成28年６月22日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役を兼務しない執行役員 12名 当社従業員（理事）           14名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                     24,000株 普通株式                     14,000株

付与日 平成28年７月10日 平成28年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで取締役又は執行

役員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

付与日以降、権利確定日まで取締役、執行役

員又は従業員（理事）の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他取締役会が正当な理由があると認め

た場合はこの限りではない。

対象勤務期間 平成28年７月10日～平成29年６月21日 平成28年７月10日～平成30年６月30日

権利行使期間 平成30年７月１日～平成34年６月30日 平成30年７月１日～平成34年６月30日
 

 

 
日本航空電子工業株式会社

平成29年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社

平成29年その２新株予約権

決議年月日 平成29年６月21日 平成29年６月21日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役                   ５名 当社の取締役を兼務しない執行役員 12名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                     32,000株 普通株式                     24,000株

付与日 平成29年７月10日 平成29年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで継続して取締役

の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。

付与日以降、権利確定日まで取締役又は執行

役員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他取締役会

が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

対象勤務期間 平成29年７月10日～平成30年６月21日 平成29年７月10日～平成30年６月21日

権利行使期間 平成31年７月１日～平成35年６月30日 平成31年７月１日～平成35年６月30日
 

 

 
日本航空電子工業株式会社

平成29年その３新株予約権

決議年月日 平成29年６月21日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員（理事）           16名

株式の種類別の

ストック・オプションの付与数
普通株式                     16,000株

付与日 平成29年７月10日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日まで取締役、執行役

員又は従業員（理事）の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他取締役会が正当な理由があると認め

た場合はこの限りではない。

対象勤務期間 平成29年７月10日～平成31年６月30日

権利行使期間 平成31年７月１日～平成35年６月30日
 

（注) 株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成30年３月31日）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数
　

 
日本航空電子工業株式会社
平成23年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成23年その２新株予約権

決議年月日 平成23年６月24日 平成23年６月24日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 14,000 3,000

　権利確定 ― ―

　権利行使 14,000 2,000

　失効 ― 1,000

　未行使残 ― ―
 　

 

 
日本航空電子工業株式会社
平成24年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成24年その２新株予約権

決議年月日 平成24年６月26日 平成24年６月26日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 20,000 6,000

　権利確定 ― ―

　権利行使 8,000 2,000

　失効 ― ―

　未行使残 12,000 4,000
 

 

 
日本航空電子工業株式会社
平成25年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成25年その２新株予約権

決議年月日 平成25年６月25日 平成25年６月25日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 28,000 14,000

　権利確定 ― ―

　権利行使 6,000 6,000

　失効 ― ―

　未行使残 22,000 8,000
 

EDINET提出書類

日本航空電子工業株式会社(E01828)

有価証券報告書

62/92



 

 

 
日本航空電子工業株式会社
平成25年その３新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成26年その１新株予約権

決議年月日 平成25年６月25日 平成26年６月25日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 8,000 32,000

　権利確定 ― ―

　権利行使 3,000 ―

　失効 ― ―

　未行使残 5,000 32,000
 　

 

 
日本航空電子工業株式会社
平成26年その２新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成26年その３新株予約権

決議年月日 平成26年６月25日 平成26年６月25日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 24,000 16,000

　権利確定 ― ―

　権利行使 ― ―

　失効 ― ―

　未行使残 24,000 16,000
 

 

 
日本航空電子工業株式会社
平成27年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成27年その２新株予約権

決議年月日 平成27年６月23日 平成27年６月23日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 32,000 26,000

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 32,000 26,000

　未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　権利確定 32,000 26,000

　権利行使 ― ―

　失効 ― ―

　未行使残 32,000 26,000
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日本航空電子工業株式会社
平成27年その３新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成28年その１新株予約権

決議年月日 平成27年６月23日 平成28年６月22日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 18,000 32,000

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 18,000 ―

　未確定残 ― 32,000

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　権利確定 18,000 ―

　権利行使 ― ―

　失効 ― ―

　未行使残 18,000 ―
 

 

 
日本航空電子工業株式会社
平成28年その２新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成28年その３新株予約権

決議年月日 平成28年６月22日 平成28年６月22日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 24,000 14,000

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 24,000 14,000

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　権利確定 ― ―

　権利行使 ― ―

　失効 ― ―

　未行使残 ― ―
 

 

 
日本航空電子工業株式会社
平成29年その１新株予約権

日本航空電子工業株式会社
平成29年その２新株予約権

決議年月日 平成29年６月21日 平成29年６月21日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 32,000 24,000

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 32,000 24,000

権利確定後（株）   

　前連結会計年度末 ― ―

　権利確定 ― ―

　権利行使 ― ―

　失効 ― ―

　未行使残 ― ―
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日本航空電子工業株式会社
平成29年その３新株予約権

決議年月日 平成29年６月21日

権利確定前（株）  

　前連結会計年度末 ―

　付与 16,000

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 16,000

権利確定後（株）  

　前連結会計年度末 ―

　権利確定 ―

　権利行使 ―

　失効 ―

　未行使残 ―
 

 
② 単価情報

決議年月日 平成23年６月24日 平成24年６月26日

権利行使価格（円） 591 712

行使時平均株価（円） 1,473 1,641

付与日における公正な評価単価（円） 181 196
 

 

決議年月日 平成25年６月25日 平成26年６月25日

権利行使価格（円） 1,024 2,413

行使時平均株価（円） 1,625 ―

付与日における公正な評価単価（円） 282 660
 

 

決議年月日 平成27年６月23日 平成28年６月22日

権利行使価格（円） 3,634 1,620

行使時平均株価（円） ― ―

付与日における公正な評価単価（円） 573 286
 

 

決議年月日 平成29年６月21日

権利行使価格（円） 1,647

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） 479
 

 

４ ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成29年ストック・オプションについて公正な評価単価の見積方法は以下

のとおりであります。

(1) 使用した評価技法     ブラック・ショールズ式

(2) 主な基礎数値及び見積方法

株価変動性 ※１ 43.6％

予想残存期間 ※２ ４年

予想配当 ※３ 30円／株

無リスク利子率 ※４ △0.07％
 

※１ 平成25年７月１日の週から平成29年７月３日の週までの株価に基づき、週次で算定しております。

※２ 過去実施したストック・オプションの権利行使実績から合理的に見積ることは困難であるため、権利行使

期間の中間点において権利行使されるものと推定して見積りを行っております。

※３ 直近の年間配当額に基づき年間の予想配当額の見積りを行っております。

※４ 予想残存期間に対応する国債利回りを採用しております。

 

５ ストック・オプションの権利確定数の見積方法
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ここ数年、自己都合による従業員（理事）の退職はほとんどなく、また、取締役の自己都合による退任も想

定しておりません。したがって、将来の失効数の合理的な見積りは困難であり、実績の失効数のみを反映する

方法を採用しております。

 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動の部

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産     

賞与引当金 1,060百万円 1,238百万円

棚卸資産評価損 221 232 

棚卸資産廃棄未処理額 81 75 

未払事業税 147 254 

棚卸資産の未実現利益 169 190 

その他 273 175 

繰延税金資産小計 1,954 2,166 

評価性引当額 △14 △17 

繰延税金資産合計 1,940 2,148 

繰延税金負債     
債権債務の相殺消去
に伴う貸倒引当金調整額

2 3 

その他 46 69 

繰延税金負債合計 49 72 

納税主体ごとに相殺し
連結貸借対照表に計上した純額

    

繰延税金資産 1,893 2,079 

繰延税金負債 3 3 
 

 

(2) 固定の部

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産     

退職給付に係る負債 619百万円 －百万円

有形固定資産加速償却額 2,310 2,324 

繰越欠損金 245 － 

固定資産廃棄未処理額 70 444 

会員権評価損 123 123 

その他 131 136 

繰延税金資産小計 3,501 3,029 

評価性引当額 △492 △258 

繰延税金資産合計 3,008 2,771 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 411 631 

その他 499 401 

繰延税金負債合計 911 1,032 

納税主体ごとに相殺し
連結貸借対照表に計上した純額

    

繰延税金資産 2,546 2,189 

繰延税金負債 449 451 
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.9% 30.9%

(調整)     

住民税均等割 0.2 0.1 

永久差異 0.7 0.3 

評価性引当額 △0.0 0.0 

在外子会社の適用税率の差異 △3.2 △2.4 

留保利益に対する将来税負担額 △0.5 0.1 

税額控除 △3.3 △3.2 

その他 1.6 △0.4 
税効果会計適用後の法人税等の
負担率

26.4 25.5 
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社製品が使用される用途による分類に基づく「コネクタ事業」、「イン

ターフェース・ソリューション事業」及び「航機事業」の３区分であります。各報告セグメントはそれぞれの財

務情報の入手が可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対

象となっております。

　なお、各報告セグメントの概要は次のとおりであります。

 

（コネクタ事業）

コネクタ事業は、スマートフォンを中心とする携帯機器向け、車載カメラなどの情報通信系やエンジンECUなどの

ボディ・パワートレイン系をはじめとする自動車向け、及び工作機械、通信ネットワーク機器などを中心とする産

機・インフラ向けのほか、ノートPC、薄型TVなど、幅広い分野で使用される各種コネクタを製造・販売しておりま

す。

 

（インターフェース・ソリューション事業）

インターフェース・ソリューション事業は、車載用静電タッチパネルなどの自動車向け製品、産業機器用・医療

機器用の各種タッチ入力モニタ・操作パネルなどの産機・インフラ向け製品を製造・販売しております。

 

（航機事業）

航機事業は、飛行制御装置、慣性航法装置、電波高度計などの防衛・宇宙用電子機器、及び半導体製造装置向け

制振・駆動用機器、油田掘削用センサパッケージ、車載用回転角度センサなどの産機・インフラ及び自動車向け製

品を製造・販売しております。

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

複数セグメントに関わる建物及び構築物は、報告セグメントに配分せず調整額に含めておりますが、関連する

費用については、各セグメントに配分しております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報
　
前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他

(注1)
合計

調整額

（注2）

連結

財務諸表

計上額コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 189,254 8,132 11,424 700 209,510 － 209,510

セグメント利益

又は損失（△）
16,059 774 △559 350 16,624 △4,564 12,059

セグメント資産 104,253 3,949 11,737 1,092 121,032 62,163 183,196

その他の項目        

  減価償却費 18,290 539 926 94 19,850 402 20,252

  有形固定資産及び

  無形固定資産の増加額
20,366 460 600 48 21,476 1,072 22,548

 

(注)1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス事

業を含んでおります。

2 調整額は以下のとおりです。

(1)セグメント損益は、連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本社ス

タッフ費用等の一般管理費4,564百万円については調整額としております。

(2)セグメント資産の調整額62,163百万円は、各報告セグメントへ配分していない全社（共通）資産であります。

(3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,072百万円は、各報告セグメントへ配分していない全社

（共通）資産であります。

 
当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他

(注1)
合計

調整額

（注2）

連結

財務諸表

計上額コネクタ事業
インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 231,591 8,592 12,908 853 253,947 － 253,947

セグメント利益 23,275 809 728 312 25,125 △4,492 20,632

セグメント資産 120,286 3,823 12,647 1,337 138,095 51,925 190,020

その他の項目        

  減価償却費 18,791 567 929 96 20,384 365 20,750

  有形固定資産及び

  無形固定資産の増加額
16,290 270 929 52 17,543 880 18,423

 

(注)1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス事

業を含んでおります。

2 調整額は以下のとおりです。

(1)セグメント損益は、連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本社ス

タッフ費用等の一般管理費4,492百万円については調整額としております。

(2)セグメント資産の調整額51,925百万円は、各報告セグメントへ配分していない全社（共通）資産であります。

(3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額880百万円は、各報告セグメントへ配分していない全社（共

通）資産であります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

    (単位：百万円)

日本 北米 アジア その他 合計

56,908 14,578 127,187 10,837 209,510
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 北米 アジア その他 合計

54,727 4,020 8,338 14 67,100
 

 

３  主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Apple Inc. 59,210 コネクタ事業

三信電気㈱ 22,775
コネクタ事業、インターフェース・
ソリューション事業、航機事業
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

    (単位：百万円)

日本 北米 アジア その他 合計

65,456 15,551 160,531 12,407 253,947
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 北米 アジア その他 合計

49,246 4,028 8,658 84 62,018
 

 

３  主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Apple Inc. 83,854 コネクタ事業

三信電気㈱ 32,443
コネクタ事業、インターフェース・
ソリューション事業、航機事業

 

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

及び当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

日本電気株式会社（東京証券取引所に上場）

 
(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 1,198.53円 1,328.49円

１株当たり当期純利益 74.15円 142.34円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 74.11円 142.29円
 

 

(注) １. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目

前連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日)

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 6,736 12,936

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 6,736 12,936

普通株式の期中平均株式数(千株) 90,856 90,883

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

普通株式増加数(千株) 42 32

（うち新株予約権(千株)） (42) (32)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権９種類
新株予約権の数218個

新株予約権９種類
新株予約権の数220個

 

 

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

（平成29年３月31日)

当連結会計年度

（平成30年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 109,022 120,895

純資産の部の合計から控除する金額（百万円）   

 新株予約権 126 147

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 108,895 120,748

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数

（千株）
90,857 90,891
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,000 2,000 0.3 ──

１年以内に返済予定の長期借入金 6,118 4,189 0.3 ──

１年以内に返済予定のリース債務 9 8 － ──

長期借入金
（１年以内に返済予定のものを除く。）

11,451 7,258 0.3
平成31年９月～
平成36年１月

リース債務
（１年以内に返済予定のものを除く。）

20 10 － 平成32年６月

その他有利子負債 － － － ──

合計 19,600 13,467 － ──
 

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ リース債務は利息相当額を控除しない方法で計上しているため、平均利率は記載しておりません。

３ 「１年以内に返済予定の長期借入金」及び「長期借入金」の残高に含まれている年金資金運用基金よりの従

業員向け転貸融資に対応する借入金等については、利率及び返済期限が多様で計算が複雑となるため、「平

均利率」及び「返済期限」の計算から除いております。

４ 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。
(単位：百万円)

 区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

 長期借入金 2,914 1,714 1,414 714

 リース債務 8 2 － －
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （百万円） 59,440 124,517 192,212 253,947

税金等調整前

四半期(当期)純利益
（百万円） 3,811 8,453 15,029 17,357

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
（百万円） 2,794 6,201 10,969 12,936

１株当たり四半期(当期)純利益 （円） 30.75 68.24 120.70 142.34
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益 （円） 30.75 37.48 52.47 21.64
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２ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 24,041 26,548

  受取手形 1,991 3,043

  売掛金 ※2  37,666 ※2,※3  39,467

  たな卸資産 ※1  7,010 ※1  8,434

  短期貸付金 ※2,※4  3,225 ※2,※4  1,752

  未収入金 ※2  10,851 ※2  10,836

  繰延税金資産 1,090 1,293

  その他 ※2  603 ※2  477

  貸倒引当金 △7 △7

  流動資産合計 86,473 91,845

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 6,064 5,796

   機械及び装置 16,403 14,304

   車両運搬具 0 0

   工具、器具及び備品 2,691 2,606

   土地 1,011 1,011

   建設仮勘定 5,558 3,562

   有形固定資産合計 31,729 27,281

  無形固定資産   

   ソフトウエア 2,128 2,149

   その他 6 7

   無形固定資産合計 2,134 2,156

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,099 2,748

   関係会社株式 9,873 9,873

   長期貸付金 ※2  3,542 ※2  2,786

   繰延税金資産 2,116 1,985

   その他 928 842

   貸倒引当金 △90 △90

   投資その他の資産合計 18,469 18,145

  固定資産合計 52,333 47,584

 資産合計 138,807 139,429
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※2  36,298 ※2  34,589

  短期借入金 ※4  8,118 ※4  6,189

  未払金 ※2  867 ※2  915

  未払法人税等 505 3,051

  未払費用 2,461 2,849

  取締役賞与引当金 60 115

  その他 ※2,※5  7,507 ※2,※5  6,819

  流動負債合計 55,819 54,530

 固定負債   

  長期借入金 11,451 7,258

  退職給付引当金 1,685 797

  その他 139 137

  固定負債合計 13,276 8,194

 負債合計 69,096 62,724

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,690 10,690

  資本剰余金   

   資本準備金 14,431 14,431

   その他資本剰余金 67 77

   資本剰余金合計 14,498 14,508

  利益剰余金   

   利益準備金 897 897

   その他利益剰余金   

    研究開発積立金 270 270

    別途積立金 6,488 6,488

    繰越利益剰余金 36,982 43,475

   利益剰余金合計 44,637 51,130

  自己株式 △1,089 △1,070

  株主資本合計 68,737 75,258

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 847 1,298

  評価・換算差額等合計 847 1,298

 新株予約権 126 147

 純資産合計 69,711 76,704

負債純資産合計 138,807 139,429
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 ※1  184,612 ※1  223,518

売上原価 ※1  166,539 ※1  195,619

売上総利益 18,072 27,898

販売費及び一般管理費 ※1,※2  12,990 ※1,※2  13,353

営業利益 5,082 14,544

営業外収益   

 受取利息 ※1  58 ※1  53

 受取配当金 ※1  2,509 ※1  681

 その他 ※1  172 ※1  58

 営業外収益合計 2,740 794

営業外費用   

 支払利息 ※1  77 ※1  69

 固定資産除却損 ※3  345 ※3  2,163

 固定資産解体撤去費用 110 －

 為替差損 2,532 940

 その他 88 36

 営業外費用合計 3,153 3,211

経常利益 4,669 12,127

税引前当期純利益 4,669 12,127

法人税、住民税及び事業税 647 3,178

法人税等調整額 10 △270

法人税等合計 657 2,908

当期純利益 4,011 9,219
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 
 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 10,690 14,431 65 14,497

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   1 1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

    

当期変動額合計 － － 1 1

当期末残高 10,690 14,431 67 14,498
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
研究開発積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 897 270 6,488 35,696 43,351

当期変動額      

剰余金の配当    △2,725 △2,725

当期純利益    4,011 4,011

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 － － － 1,286 1,286

当期末残高 897 270 6,488 36,982 44,637
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,093 67,445 925 925 102 68,473

当期変動額       

剰余金の配当  △2,725    △2,725

当期純利益  4,011    4,011

自己株式の取得 △7 △7    △7

自己株式の処分 12 13    13

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △78 △78 23 △54

当期変動額合計 4 1,292 △78 △78 23 1,237

当期末残高 △1,089 68,737 847 847 126 69,711
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 当事業年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 10,690 14,431 67 14,498

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   10 10

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

    

当期変動額合計 － － 10 10

当期末残高 10,690 14,431 77 14,508
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
研究開発積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 897 270 6,488 36,982 44,637

当期変動額      

剰余金の配当    △2,726 △2,726

当期純利益    9,219 9,219

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 － － － 6,492 6,492

当期末残高 897 270 6,488 43,475 51,130
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,089 68,737 847 847 126 69,711

当期変動額       

剰余金の配当  △2,726    △2,726

当期純利益  9,219    9,219

自己株式の取得 △12 △12    △12

自己株式の処分 30 41    41

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  450 450 21 472

当期変動額合計 18 6,521 450 450 21 6,993

当期末残高 △1,070 75,258 1,298 1,298 147 76,704
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

① 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

② 時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

　

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物は定額法、建物以外については定率法を採用しております。ただし、少額減価償却資産(取得価額10万円

以上、20万円未満)については、一括して３年で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

　

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 取締役賞与引当金

取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度に係る支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給

付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、同特例処理を採用しております。また、為

替予約及び通貨スワップの振当処理の要件を満たすものについては、同振当処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段

デリバティブ取引（金利スワップ取引、為替予約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション取引）

②　ヘッジ対象

変動金利による借入金、外貨建金銭債権債務、定期預金

(3) ヘッジ方針

投機的な取引は一切行わない方針であります。なお、借入金に係る金利変動リスク及び外貨建取引の為替変動

リスク等を回避するため、デリバティブ取引を利用しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比率分析する方法により有効性の評価を行っております。
　

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異なって

おります。
 

(2) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
　

(貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

商品及び製品 4,343百万円 5,755百万円

仕掛品 1,313 1,417 

原材料及び貯蔵品 1,352 1,261 
 

　
※２ 関係会社に対する資産及び負債

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

短期金銭債権 21,693百万円 21,025百万円

長期金銭債権 3,537 2,785 

短期金銭債務 22,738 23,107 
 

　
※３ 期末日満期手形の会計処理

当事業年度末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済されたものとして処理しております。これによ

り、当事業年度末残高から除かれている期末日満期手形は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

受取手形 － 575百万円
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※４ 貸出コミットメント

(1) 貸手側

当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を行うため、キャッシュ・マネジメント・システム（以下

「ＣＭＳ」）を導入しており、グループ会社とＣＭＳ運用基本契約を締結し、ＣＭＳによる貸付限度額を設定し

ております。

この契約に基づく当事業年度末の貸付未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

ＣＭＳによる貸付限度額の総額 4,300百万円 3,500百万円

貸付実行残高 1,238 110 

差引額 3,061 3,389 
 

　
(2) 借手側

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 2,000 2,000 

差引額 8,000 8,000 
 

　
※５ 預り金

前事業年度(平成29年３月31日)

ＣＭＳによる預り金に含まれている預託資金   5,185百万円
　

当事業年度(平成30年３月31日)

ＣＭＳによる預り金に含まれている預託資金    5,601百万円
　

　６ 財務上の特約

コミットメントライン契約に下記の条項が付されております。

本契約期間中の各年度の本決算期及び第２四半期の末日における連結貸借対照表において、純資産合計の金額

を平成29年３月末における同金額の70％以上に維持する。

本契約期間中の各年度の本決算期の末日における連結損益計算書において、営業損益を２期連続して損失とし

ないこと。
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

営業取引による取引高 126,991百万円 136,244百万円

営業取引以外の取引高 2,534 701 
 

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

(1) 荷造運賃 2,521百万円 2,564百万円

(2) 給料手当 2,638 2,584 

(3) 賞与 1,136 1,292 

(4) 退職給付費用 244 215 

(5) 支払手数料 1,961 2,022 

(6) 減価償却費 54 51 

(7) 取締役賞与引当金繰入額 60 115 

(8) 研究開発費 1,201 1,368 
     

販売費に属する費用 約60％ 約60％

一般管理費に属する費用 約40％ 約40％
 

　
　
※３　固定資産除却損

主に機械及び装置並びに各種金型の通常の更新によるものであります。
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(有価証券関係)

 前事業年度（平成29年３月31日）

　

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　
  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 9,851

(2) 関連会社株式 22

合計 9,873
 

上記については、市場価格がありません。従って、時価を把握することが極めて困難と認められるものであり

ます。

 

 当事業年度（平成30年３月31日）

　

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　
  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 9,851

(2) 関連会社株式 22

合計 9,873
 

上記については、市場価格がありません。従って、時価を把握することが極めて困難と認められるものであり

ます。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動の部

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産     

賞与引当金 670百万円 747百万円

棚卸資産評価損 187 201 

未払事業税 93 207 

その他 139 137 

繰延税金資産合計 1,090 1,293 
 

　

(2) 固定の部

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産     

退職給付引当金 520百万円 244百万円

有形固定資産加速償却額 1,844 1,797 

固定資産廃棄未処理額 66 444 

その他 429 441 

繰延税金資産小計 2,861 2,928 

評価性引当額 △371 △371 

繰延税金資産合計 2,490 2,557 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 373 572 

繰延税金負債合計 373 572 

繰延税金資産の純額 2,116 1,985 
 

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.9% 30.9%

(調整)     

住民税均等割 0.3 0.1 

永久差異 △14.6 △1.1 

評価性引当額 △0.1 0.0 

税額控除 △5.8 △4.2 

その他 3.4 △1.8 
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

14.1 24.0 
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
期首

帳簿価額
(百万円)

当期
増加額
(百万円)

当期
減少額
(百万円)

当期
償却額
(百万円)

期末
帳簿価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末
取得原価
(百万円)

有形固定資産        

　建物及び構築物 6,064 89 0 356 5,796 10,179 15,975

　機械及び装置 16,403 6,996 1,555 7,539 14,304 47,195 61,499

　車両運搬具 0 0 － 0 0 9 10

　工具、器具及び備品 2,691 4,970 20 5,035 2,606 40,237 42,843

　土地 1,011 － － － 1,011 － 1,011

　建設仮勘定 5,558 △1,294 701 － 3,562 － 3,562

有形固定資産計 31,729 10,762 2,277 12,932 27,281 97,622 124,903

無形固定資産        

　ソフトウェア 2,128 701 － 680 2,149 － －

　その他 6 1 － 0 7 － －

無形固定資産計 2,134 702 － 681 2,156 － －
 

 
(注) １　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　
機械及び装置 コネクタ製品生産用機械装置 6,333百万円

工具、器具及び備品 各種金型 4,175百万円
 

　
２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　
機械及び装置 経常的な設備更新による除却 1,458百万円
 

　

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 98 7 － 7 98

取締役賞与引当金 60 115 60 － 115
 

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・買増
し

 

   取扱場所
証券会社等口座管理機関
 (特別口座）
 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

   株主名簿管理人  東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社

   取次所 ―

   買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額。

公告掲載方法

電子公告により行います。

但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

公告掲載URL http://www.jae.com/jp/ir.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) 当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができません。

   ①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

   ②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

   ③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

   ④株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1)　有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

     事業年度 第87期（自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日） 平成29年６月21日関東財務局長に提出。

 

(2)　内部統制報告書

     事業年度 第87期（自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日） 平成29年６月21日関東財務局長に提出。

 

(3)　四半期報告書、四半期報告書の確認書

     第88期第１四半期（自 平成29年４月１日　至 平成29年６月30日） 平成29年８月８日関東財務局長に提出。

     第88期第２四半期（自 平成29年７月１日　至 平成29年９月30日） 平成29年11月13日関東財務局長に提出。

     第88期第３四半期（自 平成29年10月１日　至 平成29年12月31日） 平成30年２月13日関東財務局長に提出。

 

(4)　臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書

平成29年６月21日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書

平成29年６月23日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書

平成30年６月21日関東財務局長に提出。

 
(5)　臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（4）の臨時報告書（平成29年６月21日関東財務局長に提出）の訂正報告書）

平成29年７月11日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成30年６月21日

日本航空電子工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

      
 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 佐 藤 森 夫 ㊞

      

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 唐 澤 正 幸 ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本航空電子工業株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本航空電子工業株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本航空電子工業株式会社の

平成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、日本航空電子工業株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 

　

平成30年６月21日

日本航空電子工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

      
 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 佐 藤 森 夫 ㊞

      

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 唐 澤 正 幸 ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本航空電子工業株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第88期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本航

空電子工業株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。
　
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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